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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数本の連続的な糸を集合させた集合糸束を長手方向に搬送しながら糸束切断体に順次
切断していき、切断した前記糸束切断体を順次集めて糸束体に束ねる糸束体の集束方法で
あって、
　第１保持位置で保持されて予め定めた第１方向に移動する前記集合糸束を、前記第１保
持位置が前記第１保持位置よりも上流側の第２保持位置で保持する保持動作を行う位置で
ある保持動作位置に対して離間した後に前記第２保持位置で保持し、前記第２保持位置よ
りも上流側の第３保持位置でさらに保持した後に、前記第２保持位置と前記第３保持位置
との間を切断し、前記第３保持位置を前記第１保持位置として、これらの一連の動作を繰
り返すことを特徴とする糸束体の集束方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の糸束体の集束方法であって、
　前記集合糸束の長手方向に沿った移動方向に往復移動する第１保持機構を前記移動方向
に往復移動する第２保持機構に対して前記移動方向の一方側である前記第１方向へ離間す
るように移動させた後に前記第２保持機構を前記第１方向へ移動させて、前記第１保持機
構が保持した前記集合糸束の前記第１保持位置よりも上流側の前記第２保持位置を前記第
２保持機構が保持する第１保持工程と、
　前記移動方向に往復移動する第３保持機構を前記第１方向に移動させて前記集合糸束の
前記第２保持位置よりも上流側の前記第３保持位置を前記第３保持機構が保持する第２保
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持工程と、
　前記集合糸束の前記第２保持位置と前記第３保持位置との間を切断して前記第３保持位
置を前記第１保持位置とする第１切断工程と、
　前記第１及び第２保持機構の前記集合糸束への保持動作を解除して前記第１及び第２保
持機構を前記移動方向の他方側である第２方向へ移動させる第１移動工程と、
　前記第３保持機構を前記移動方向に往復移動する第４保持機構に対して前記第１方向へ
離間するように移動させた後に前記第４保持機構を前記第１方向へ移動させて、前記第３
保持機構が保持した前記集合糸束の前記第１保持位置よりも上流側の前記第２保持位置を
前記第４保持機構が保持する第３保持工程と、
　前記第１保持機構を前記第１方向に移動させて前記第４保持機構が保持した前記集合糸
束の前記第２保持位置よりも上流側の前記第３保持位置を前記第１保持機構が保持する第
４保持工程と、
　前記集合糸束の前記第２保持位置と前記第３保持位置との間を切断して前記第３保持位
置を前記第１保持位置とする第２切断工程と、
　前記第３及び第４保持機構の前記集合糸束への保持動作を解除して前記第３及び第４保
持機構を前記第２方向へ移動させる第２移動工程と
　を含むことを特徴とする糸束体の集束方法。
【請求項３】
　請求項２に記載の糸束体の集束方法であって、
　前記第１切断工程にて前記集合糸束の前記第２保持位置と前記第３保持位置との間を切
断した後、前記糸束切断体を保持した前記第１及び第２保持機構を前記移動方向に交差す
る交差方向に変位させる工程と、
　前記第２切断工程にて前記集合糸束の前記第２保持位置と前記第３保持位置との間を切
断した後、前記糸束切断体を保持した前記第３及び第４保持機構を前記交差方向に変位さ
せる工程と
　をさらに含むことを特徴とする糸束体の集束方法。
【請求項４】
　請求項３に記載の糸束体の集束方法であって、
　前記第１及び第２保持機構にて保持された前記糸束切断体を前記交差方向に変位させて
前記移動方向に沿って延びた収容部に収容する工程と、
　前記第３及び第４保持機構にて保持された前記糸束切断体を前記交差方向に変位させて
前記収容部に収容する工程と
　をさらに含むことを特徴とする糸束体の集束方法。
【請求項５】
　請求項２から請求項４までの何れか１項に記載の糸束体の集束方法であって、
　前記第１保持機構を前記第２保持機構に対して前記第１方向へ離間させるにあたり、前
記第２保持機構に対して前記第１保持機構を近接させた後、前記第１保持機構を前記第１
方向へ離間させ、
　前記第３保持機構を前記第４保持機構に対して前記第１方向へ離間させるにあたり、前
記第４保持機構に対して前記第３保持機構を近接させた後、前記第３保持機構を前記第１
方向へ離間させることを特徴とする糸束体の集束方法。
【請求項６】
　請求項２から請求項５までの何れか１項に記載の糸束体の集束方法であって、
　前記第１から第４保持機構の前記第２方向への移動速度を前記第１方向への移動速度よ
りも速くすることを特徴とする糸束体の集束方法。
【請求項７】
　請求項１から請求項６までの何れか１項に記載の糸束体の集束方法であって、
　前記集合糸束における静電気を除電する工程を含むことを特徴とする糸束体の集束方法
。
【請求項８】
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　複数本の連続的な糸を集合させた集合糸束を長手方向に搬送しながら糸束切断体に順次
切断していき、切断した前記糸束切断体を順次集めて糸束体に束ねる糸束体の集束装置で
あって、
　前記集合糸束をそれぞれ保持する第１から第４保持機構と、
　前記集合糸束の長手方向に沿った移動方向に前記第１から第４保持機構をそれぞれ独立
して往復移動させる第１から第４往復移動機構と、
　前記集合糸束をそれぞれ独立して切断する第１及び第２切断機構と
　を備えていることを特徴とする糸束体の集束装置。
【請求項９】
　請求項８に記載の糸束体の集束装置であって、
　前記第１及び第２保持機構を前記移動方向に交差する交差方向に変位させる第１変位機
構と、
　前記第３及び第４保持機構を前記交差方向に変位させる第２変位機構と
　をさらに備えていることを特徴とする糸束体の集束装置。
【請求項１０】
　請求項９に記載の糸束体の集束装置であって、
　前記移動方向に沿って延びた収容部と、
　前記第１及び第２保持機構にて保持されて前記第１変位機構にて変位された前記糸束切
断体を前記収容部に収容する第１収容機構と、
　前記第３及び第４保持機構にて保持されて前記第２変位機構にて変位された前記糸束切
断体を前記収容部に収容する第２収容機構と
　をさらに備えていることを特徴とする糸束体の集束装置。
【請求項１１】
　請求項８から請求項１０までの何れか１項に記載の糸束体の集束装置であって、
　前記第１から第４保持機構は、何れも、前記集合糸束を前記移動方向に直交する直交方
向の互いに対向する側から挟持する一対の挟持部材を備えた挟持機構とされ、
　前記一対の挟持部材のうち、一方の挟持部材は、少なくとも他方の挟持部材に対向する
部分が金属部材とされ、前記他方の挟持部材は、少なくとも前記一方の挟持部材に対向す
る部分がゴム部材とされ、
　前記ゴム部材の少なくとも前記集合糸束との接触部分は、樹脂膜で被覆されていること
を特徴とする糸束体の集束装置。
【請求項１２】
　請求項１１に記載の糸束体の集束装置であって、
　前記金属部材は、前記ゴム部材に対向する側を凸とする山形形状とされており、前記ゴ
ム部材は、前記金属部材に対向する側が平面形状とされていることを特徴とする糸束体の
集束装置。
【請求項１３】
　請求項８から請求項１２までの何れか１項に記載の糸束体の集束装置であって、
　前記集合糸束における静電気を除電する除電装置を備えていることを特徴とする糸束体
の集束装置。
【請求項１４】
　請求項１から請求項７までの何れか１項に記載の糸束体の集束方法によって前記糸束体
を、多数本の中空糸を束ねた中空糸束体として集束し、集束した前記中空糸束体を用いて
中空糸型血液処理装置用の中空糸束を製造することを特徴とする中空糸束の製造方法。
【請求項１５】
　請求項８から請求項１３までの何れか１項に記載の糸束体の集束装置を備え、前記集束
装置にて前記糸束体を、多数本の中空糸を束ねた中空糸束体として集束し、集束した前記
中空糸束体を用いて中空糸型血液処理装置用の中空糸束を製造することを特徴とする中空
糸束の製造装置。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、糸束体の集束方法及び集束装置並びに中空糸束の製造方法及び製造装置、特
に、中空糸型血液処理装置（例えば、血液透析、血液濾過、血液透析濾過、血漿成分分画
、血漿分離等の用途に用いられる中空糸型血液処理装置）用の中空糸束の製造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　多数本の糸を束ねた糸束は、例えば、予め定めた多数本（具体的には１万本程度）の中
空糸を束ねた中空糸束として、従来から、血液透析、血液濾過、血液透析濾過、血漿成分
分画、血漿分離等の血液処理を行う中空糸型血液処理装置に用いられている。
【０００３】
　多数本の中空糸を中空糸束に束ねる方法としては、従来から、連続的に製造されて長手
方向に沿って移動してくる中空糸を集合させた中空集合糸束を、回転する多角形状のリー
ル（例えば六角形のカセ枠）の周囲に掛け渡して環状の中空集合糸束を形成し、形成した
中空集合糸束を所定長さに切断することで所定長さの中空糸束体に束ねる方法が知られて
いる。
【０００４】
　ところが、かかる従来の方法では、多角形状のリールのコーナー部では、集合糸束が屈
曲するために、その部分では中空糸束としての品質を維持することが困難となり、前記コ
ーナー部分を廃棄する必要があり、また、中空集合糸束が所定回数巻かれた多角形状のリ
ールを交換する際に、連続的に送られてくる中空糸を吸引装置によってそのまま流して廃
棄する必要があり、著しい歩留まりの低下を招いていた。
【０００５】
　このような歩留まりの低下を回避するために、複数本（具体的には５００本～８００本
程度）の連続的な中空糸を集合させた中空集合糸束を予め設定した所定長さの中空糸束切
断体に切断し、切断した中空糸束切断体を複数集めて所定長さの中空糸束体に束ね、束ね
た所定長さの中空糸束体をさらに短い予め定めた所定長さに切断することで中空糸束が作
製されることがある。例えば、特許文献１には、複数本の連続的な糸を集合させた集合糸
束を長手方向に搬送しながら所定長さの糸束切断体に順次切断していき、切断した前記糸
束切断体を順次集めて糸束体に束ねる糸束体の集束方法及び集束装置が提案されている。
【０００６】
　詳しくは、特許文献１に記載の集束方法及び集束装置では、相対向した一対の糸条繰り
出し降下手段で紡糸した糸条（集合糸束）を挟持（保持）し、交互に糸条を横方向に繰り
出しながら糸条を所定長さに切断し、切断された糸条の両端部を把持した状態で糸条集積
部材（糸束切断体）の集積溝内に降下させ、さらに集積溝内に切断された糸条を複数回受
け入れ後、糸束集積部材を間欠的に搬送させるようになっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００６－２４７００２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、特許文献１に記載の集束方法及び集束装置では、一対の糸条繰り出し降
下手段にて集合糸束を一の保持位置と前記一の保持位置よりも上流側の他の保持位置とを
保持するにあたっては、前記一の保持位置と、前記他の保持位置で保持する保持動作を行
う位置である保持動作位置とが常に一定間隔であるために、それだけ、集合糸束を切断す
るために必要な長手方向におけるスペースが大きくなってしまう。
【０００９】
　そこで、本発明は、複数本の連続的な糸を集合させた集合糸束を長手方向に搬送しなが
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ら糸束切断体に順次切断していき、切断した前記糸束切断体を順次集めて糸束体に束ねる
糸束体の集束方法及び集束装置であって、前記集合糸束を切断するために必要な前記長手
方向における省スペース化を実現しつつ前記集合糸束を前記糸束切断体に確実に切断する
ことができる糸束体の集束方法及び集束装置並びに中空糸束の製造方法及び製造装置を提
供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明は、前記課題を解決するために、複数本の連続的な糸を集合させた集合糸束を長
手方向に搬送しながら糸束切断体に順次切断していき、切断した前記糸束切断体を順次集
めて糸束体に束ねる糸束体の集束方法であって、第１保持位置で保持されて予め定めた第
１方向に移動する前記集合糸束を、前記第１保持位置が前記第１保持位置よりも上流側の
第２保持位置で保持する保持動作を行う位置である保持動作位置に対して離間した後に前
記第２保持位置で保持し、前記第２保持位置よりも上流側の第３保持位置でさらに保持し
た後に、前記第２保持位置と前記第３保持位置との間を切断し、前記第３保持位置を前記
第１保持位置として、これらの一連の動作を繰り返すことを特徴とする糸束体の集束方法
を提供する。
【００１１】
　本発明に係る糸束体の集束方法によれば、前記第１保持位置で保持されて前記第１方向
に移動する前記集合糸束を、前記第１保持位置が前記保持動作位置に対して離間した後に
前記第２保持位置で保持し、前記第２保持位置よりも上流側の前記第３保持位置でさらに
保持するので、前記第１保持位置で前記集合糸束を保持するときは、前記第１保持位置と
前記保持動作位置との間隔を小さくし、前記第２保持位置で前記集合糸束を保持するとき
は、前記第１保持位置と前記保持動作位置との間隔を大きくすることができ、これにより
、前記集合糸束を切断するために必要な前記長手方向におけるスペースを小さくすること
ができる。また、前記第２保持位置と前記第３保持位置との間を切断することで、前記集
合糸束を前記糸束切断体に確実に切断することができる。そして、前記第３保持位置を前
記第１保持位置として、これらの一連の動作を繰り返すことで、前記糸束体を連続して集
束させることができる。従って、前記集合糸束を切断するために必要な前記長手方向にお
ける省スペース化を実現しつつ前記集合糸束を前記糸束切断体に確実に切断することがで
きる。
【００１２】
　本発明に係る糸束体の集束方法の具体的態様として、前記集合糸束の長手方向に沿った
移動方向に往復移動する第１保持機構を前記移動方向に往復移動する第２保持機構に対し
て前記移動方向の一方側である前記第１方向へ離間するように移動させた後に前記第２保
持機構を前記第１方向へ移動させて、前記第１保持機構が保持した前記集合糸束の前記第
１保持位置よりも上流側の前記第２保持位置を前記第２保持機構が保持する第１保持工程
と、前記移動方向に往復移動する第３保持機構を前記第１方向に移動させて前記集合糸束
の前記第２保持位置よりも上流側の前記第３保持位置を前記第３保持機構が保持する第２
保持工程と、前記集合糸束の前記第２保持位置と前記第３保持位置との間を切断して前記
第３保持位置を前記第１保持位置とする第１切断工程と、前記第１及び第２保持機構の前
記集合糸束への保持動作を解除して前記第１及び第２保持機構を前記移動方向の他方側で
ある第２方向へ移動させる第１移動工程と、前記第３保持機構を前記移動方向に往復移動
する第４保持機構に対して前記第１方向へ離間するように移動させた後に前記第４保持機
構を前記第１方向へ移動させて、前記第３保持機構が保持した前記集合糸束の前記第１保
持位置よりも上流側の前記第２保持位置を前記第４保持機構が保持する第３保持工程と、
前記第１保持機構を前記第１方向に移動させて前記第４保持機構が保持した前記集合糸束
の前記第２保持位置よりも上流側の前記第３保持位置を前記第１保持機構が保持する第４
保持工程と、前記集合糸束の前記第２保持位置と前記第３保持位置との間を切断して前記
第３保持位置を前記第１保持位置とする第２切断工程と、前記第３及び第４保持機構の前
記集合糸束への保持動作を解除して前記第３及び第４保持機構を前記第２方向へ移動させ
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る第２移動工程とを含む態様を例示できる。
【００１３】
　そして、本発明は、複数本の連続的な糸を集合させた集合糸束を長手方向に搬送しなが
ら糸束切断体に順次切断していき、切断した前記糸束切断体を順次集めて糸束体に束ねる
糸束体の集束装置であって、前記集合糸束をそれぞれ保持する第１から第４保持機構と、
前記集合糸束の長手方向に沿った移動方向に前記第１から第４保持機構をそれぞれ独立し
て往復移動させる第１から第４往復移動機構と、前記集合糸束をそれぞれ独立して切断す
る第１及び第２切断機構とを備えていることを特徴とする糸束体の集束装置も提供する。
【００１４】
　この特定事項では、前記第１から第４保持機構の４つの保持機構を用いるといった簡単
な構成で、前記糸束体を連続して集束させることができる。
【００１５】
　本発明に係る糸束体の集束方法の具体的態様において、前記第１切断工程にて前記集合
糸束の前記第２保持位置と前記第３保持位置との間を切断した後、前記糸束切断体を保持
した前記第１及び第２保持機構を前記移動方向に交差する交差方向に変位させる工程と、
前記第２切断工程にて前記集合糸束の前記第２保持位置と前記第３保持位置との間を切断
した後、前記糸束切断体を保持した前記第３及び第４保持機構を前記交差方向に変位させ
る工程とをさらに含む態様を例示できる。
【００１６】
　また、本発明に係る糸束体の集束装置において、前記第１及び第２保持機構を前記移動
方向に交差する交差方向に変位させる第１変位機構と、前記第３及び第４保持機構を前記
交差方向に変位させる第２変位機構とをさらに備えている態様を例示できる。
【００１７】
　この特定事項では、前記糸束切断体を保持する前記第１及び第２保持機構と、前記糸束
切断体を保持する前記第３及び第４保持機構とを互いに干渉させることなく前記糸束切断
体を交互に搬送させることができる。
【００１８】
　本発明に係る糸束体の集束方法の具体的態様において、前記第１及び第２保持機構にて
保持された前記糸束切断体を前記交差方向に変位させて前記移動方向に沿って延びた収容
部に収容する工程と、前記第３及び第４保持機構にて保持された前記糸束切断体を前記交
差方向に変位させて前記収容部に収容する工程とをさらに含む態様を例示できる。
【００１９】
　また、本発明に係る糸束体の集束装置において、前記移動方向に沿って延びた収容部と
、前記第１及び第２保持機構にて保持されて前記第１変位機構にて変位された前記糸束切
断体を前記収容部に収容する第１収容機構と、前記第３及び第４保持機構にて保持されて
前記第２変位機構にて変位された前記糸束切断体を前記収容部に収容する第２収容機構と
をさらに備えている態様を例示できる。
【００２０】
　この特定事項では、切断した前記糸束切断体を前記収容部において順次集めて糸束体に
束ねることができる。
【００２１】
　本発明に係る糸束体の集束方法の具体的態様において、前記第１保持機構を前記第２保
持機構に対して前記第１方向へ離間させるにあたり、前記第２保持機構に対して前記第１
保持機構を近接させた後、前記第１保持機構を前記第１方向へ離間させ、前記第３保持機
構を前記第４保持機構に対して前記第１方向へ離間させるにあたり、前記第４保持機構に
対して前記第３保持機構を近接させた後、前記第３保持機構を前記第１方向へ離間させる
態様を例示できる。
【００２２】
　この特定事項では、前記第１保持機構を前記第１方向へ移動させるにあたり、前記第２
保持機構に対して前記第１保持機構を近接させ、前記第３保持機構を前記第１方向へ移動
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させるにあたり、前記第４保持機構に対して前記第３保持機構を近接させるので、前記集
合糸束を切断するために必要な前記長手方向におけるスペースを可及的に小さくすること
ができる。
【００２３】
　本発明に係る糸束体の集束方法の具体的態様において、前記第１から第４保持機構の前
記第２方向への移動速度を前記第１方向への移動速度よりも速くする態様を例示できる。
【００２４】
　この特定事項では、前記第１から第４保持機構の前記第２方向への移動速度を前記第１
方向への移動速度よりも速くするので、単位時間あたりの処理能力を向上させることがで
きる。
【００２５】
　本発明に係る糸束体の集束装置において、前記第１から第４保持機構は、何れも、前記
集合糸束を前記移動方向に直交する直交方向の互いに対向する側から挟持する一対の挟持
部材を備えた挟持機構とされ、前記一対の挟持部材のうち、一方の挟持部材は、少なくと
も他方の挟持部材に対向する部分が金属部材とされ、前記他方の挟持部材は、少なくとも
前記一方の挟持部材に対向する部分がゴム部材とされ、前記ゴム部材の少なくとも前記集
合糸束との接触部分は、樹脂膜で被覆されている態様を例示できる。
【００２６】
　この特定事項では、前記一方の挟持部材が少なくとも他方の挟持部材に対向する部分が
金属部材とされ、前記他方の挟持部材が少なくとも前記一方の挟持部材に対向する部分が
ゴム部材とされ、前記ゴム部材の少なくとも前記集合糸束との接触部分が樹脂膜で被覆さ
れていることで、前記集合糸束を確実にかつ安定的に挟持することが可能となる。
【００２７】
　本発明に係る糸束体の集束装置において、前記金属部材は、前記ゴム部材に対向する側
を凸とする山形形状とされており、前記ゴム部材は、前記金属部材に対向する側が平面形
状とされている態様を例示できる。
【００２８】
　この特定事項では、前記金属部材は、前記ゴム部材に対向する側を凸とする山形形状と
されており、前記ゴム部材は、前記金属部材に対向する側が平面形状とされていることで
、前記集合糸束をさらに確実にかつ安定的に挟持することが可能となる。
【００２９】
　本発明に係る糸束体の集束方法において、前記集合糸束における静電気を除電する工程
を含む態様を例示できる。
【００３０】
　また、本発明に係る糸束体の集束装置において、前記集合糸束における静電気を除電す
る除電装置を備えている態様を例示できる。
【００３１】
　この特定事項では、前記集合糸束における静電気を除電することで、前記集合糸束が乱
れて糸の直線性の低下を効果的に防止することが可能となる。
【００３２】
　また、本発明は、前記本発明に係る糸束体の集束方法によって前記糸束体を、多数本の
中空糸を束ねた中空糸束体として集束し、集束した前記中空糸束体を用いて中空糸型血液
処理装置用の中空糸束を製造することを特徴とする中空糸束の製造方法、及び、前記本発
明に係る糸束体の集束装置を備え、前記集束装置にて前記糸束体を、多数本の中空糸を束
ねた中空糸束体として集束し、集束した前記中空糸束体を用いて中空糸型血液処理装置用
の中空糸束を製造することを特徴とする中空糸束の製造装置も提供する。
【００３３】
　この特定事項では、複数本の連続的な中空糸を集合させた中空集合糸束を切断するため
に必要な前記長手方向における省スペース化を実現しつつ前記中空集合糸束を中空糸束切
断体に確実に切断して得られた前記中空糸束体を用いて中空糸型血液処理装置用の中空糸
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束を製造することが可能となる。
【発明の効果】
【００３４】
　以上説明したように、本発明に係る糸束体の集束方法及び集束装置並び中空糸束の製造
方法及び製造装置によると、前記集合糸束を切断するために必要な前記長手方向における
省スペース化を実現しつつ前記集合糸束を前記糸束切断体に確実に切断することができる
。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】図１は、本実施の形態に係る中空糸束の製造装置の一例を示す概略構成を示すブ
ロック図である。
【図２】図２は、図１に示す製造装置における中空糸束体の集束装置の一例を示す概略平
面図である。
【図３】図３は、図２に示す集束装置を示す概略側面図である。
【図４】図４は、第１から第４挟持機構の概略構成を示す図であって、（ａ）は、第１か
ら第４挟持機構を上下方向の上から視た平面図であり、（ｂ）は、第１から第４挟持機構
を移動方向から視た側面図であり、（ｃ）は、第１から第４挟持機構を幅方向から視た側
面図である。
【図５】図５は、第１から第４挟持機構における第１から第４挟持部材が中空集合糸束を
挟持した状態を示す斜視図である。
【図６】図６は、一対の挟持部材のうち、一方の挟持部材の概略構成を示す図であって、
（ａ）は、一方の挟持部材を移動方向から視た側面図であり、（ｂ）は、一方の挟持部材
を幅方向から視た側面図である。
【図７】図７は、一対の挟持部材のうち、他方の挟持部材の概略構成を示す図であって、
（ａ）は、他方の挟持部材を移動方向から視た側面図であり、（ｂ）は、他方の挟持部材
を幅方向から視た側面図であり、（ｃ）は、他方の挟持部材を下から視た底面図である。
【図８】図８は、中空集合糸束に対する第１から第４挟持機構の挟持状態、及び、第１及
び第２切断機構の切断状態を模式的に示す状態遷移図であって、（ａ）は、第１挟持機構
にて中空集合糸束を挟持している状態を示す図であり、（ｂ）は、第１及び第２挟持機構
にて中空集合糸束を挟持している状態を示す図であり、（ｃ）は、第１、第２及び第３挟
持機構にて中空集合糸束を挟持している状態を示す図であり、（ｄ）は、第２挟持位置と
第３挟持位置との間を切断し、第１及び第２挟持機構が戻る状態を示す図である。
【図９】図９は、中空集合糸束に対する第１から第４挟持機構の挟持状態、及び、第１及
び第２切断機構の切断状態を模式的に示す状態遷移図であって、（ａ）は、第３挟持機構
にて中空集合糸束を挟持している状態を示す図であり、（ｂ）は、第３及び第４挟持機構
にて中空集合糸束を挟持している状態を示す図であり、（ｃ）は、第３、第４及び第１挟
持機構にて中空集合糸束を挟持している状態を示す図であり、（ｄ）は、第２挟持位置と
第３挟持位置との間を切断し、第３及び第４挟持機構が戻る状態を示す図である。
【図１０】図１０は、収容装置を上下方向の上から視た概略平面図である。
【図１１】図１１は、収容装置を幅方向から視た概略断面図である。
【図１２】図１２は、押さえ装置を上下方向の上から視た概略平面図である。
【図１３】図１３は、押さえ装置を幅方向から視た概略断面図である。
【図１４】図１４は、搬送装置を上下方向の上から視た概略平面図である。
【図１５】図１５は、搬送装置を移動方向から視た概略断面図である。
【図１６】図１６は、図１に示す製造装置における中空糸束体の包装装置の一例を上下方
向の上から視た概略平面図である。
【図１７】図１７は、図１６に示す包装装置を移動方向から視た概略側面図である。
【図１８】図１８は、包装装置における凹条形成装置部分を長手方向から視た概略側面図
である。
【図１９】図１９は、包装装置における保持装置部分を長手方向から視た概略側面図であ
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る。
【図２０】図２０は、包装装置における保持装置部分を上下方向の上から視た概略平面図
である。
【図２１】図２１は、包装装置においてシート配置装置にて包装用溝部上に配置されて糸
束体載置装置にて中空糸束体が載置された包装シートの幅方向の両側を中空糸束体上に被
せる被せ装置を長手方向から視た概略側面図であって、（ａ）は、包装シートを中空糸束
体上に被せる前の状態を示す図であり、（ｂ）は、包装シートの一方のシート載置台上に
配置された幅方向における一方側を中空糸束体に被せた状態を示す図であり、（ｃ）は、
包装シートの幅方向における一方側を中空糸束体上に被せた状態において包装シートの他
方のシート載置台上に配置された幅方向における他方側を中空糸束体上に被せた状態を示
す図である。
【図２２】図２２は、包装装置において被せ装置にて包装シートの幅方向の両側を被せた
状態で中空糸束体を回転させる回転装置における第１回転機構部分を長手方向から視た概
略側面図である。
【図２３】図２３は、包装装置において被せ装置にて包装シートの幅方向の両側を被せた
状態で中空糸束体を回転させる回転装置における第２回転機構部分を上下方向Ｚの上から
視た概略平面図である。
【図２４】図２４は、包装装置における第１絞り装置部分を長手方向から視た概略側面図
である。
【図２５】図２５は、包装装置における第２絞り装置部分を長手方向から視た概略側面図
である。
【図２６】図２６は、包装装置における溶着装置部分を長手方向から視た概略側面図であ
る。
【図２７】図２７は、包装装置における搬送装置部分を長手方向から視た概略側面図であ
って、（ａ）は、中間台が上部位置にある二つの回転ローラ上に包装シート溶着済み中空
糸束体が配置されている状態を示す図であり、（ｂ）は、中間台が下部位置にある二つの
回転ローラ上に包装シート溶着済み中空糸束体が配置されている状態を示す図であり、（
ｃ）は、包装シート溶着済み中空糸束体が二つの回転ローラ上から取り出されて搬送装置
上に位置している状態を示す図である。
【図２８】図２８は、本実施の形態に係る中空糸束の製造装置における切断装置を上下方
向の上から視た概略平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３６】
　以下、本発明に係る実施の形態について図面を参照しながら説明する。なお、以下に示
す実施の形態は、本発明を具体化した例であって、本発明の技術的範囲を限定する性格の
ものではない。
【００３７】
　図１は、本実施の形態に係る中空糸束Ｂｇの製造装置１０の一例を示す概略構成を示す
ブロック図である。
【００３８】
　中空糸束Ｂｇの製造装置１０は、乾燥した中空糸Ｂａを用いて中空糸束Ｂｇを製造する
乾式の製造装置とされており、集束装置１００と、包装装置２００と、切断装置３００と
、製造装置１０全体の制御を司る制御部４００とを備えている。
【００３９】
　製造装置１０では、制御部４００の指示の下、紡糸部２０から送られてきた数百本（具
体的には５１２本～７６８本）の乾燥した中空糸Ｂａを集束装置１００にて中空集合糸束
Ｂｂに集合させて中空集合糸束Ｂｂを予め定めた所定長さの中空糸束切断体Ｂｃに順次切
断していき、順次切断した中空糸束切断体Ｂｃを束ねて多数本（具体的には１万本程度）
の中空糸束体Ｂｄに集束し、包装装置２００にて中空糸束体Ｂｄを円柱状にしつつ中空糸
束体Ｂｄの周囲に包装シートＳを巻き付け、包装シートＳが巻き付けられた中空糸束体（



(10) JP 5725198 B2 2015.5.27

10

20

30

40

50

以下、包装シート付き中空糸束体Ｂｅという。）における包装シートＳを溶着し、包装シ
ートＳが溶着された中空糸束体（以下、包装シート溶着済み中空糸束体Ｂｆという。）を
切断装置３００にて予め定めた所定長さの中空糸束Ｂｇに切断し、検査工程に移行するよ
うになっている。
【００４０】
　制御部４００は、ＣＰＵ（Central Processing Unit）等の処理部４１０と、ＲＯＭ（R
ead Only Memory）及びＲＡＭ（Random Access Memory）等のメモリを含む記憶部４２０
とを備えている。詳しくは、製造装置１０は、制御部４００の処理部４１０が記憶部４２
０のＲＯＭに予め格納された制御プログラムを記憶部４２０のＲＡＭ上にロードして実行
することにより、各種構成要素を制御するようになっている。
【００４１】
　（集束装置について）
　図２は、図１に示す製造装置１０における中空糸束体Ｂｄの集束装置１００の一例を示
す概略平面図である。なお、図２において、後述する収容装置１７０等は図示を省略して
いる。また、図３は、図２に示す集束装置１００を示す概略側面図である。なお、図３に
おいて、後述する第１から第４往復移動機構１３１，１３２，１３３，１３４等は図示を
省略している。
【００４２】
　集束装置１００は、紡糸部２０からの数百本の連続的な中空糸Ｂａ，…を集合させた中
空集合糸束体Ｂｂを長手方向（図２及び図３の矢印Ｗ方向）に搬送しながら所定長さの中
空糸束切断体Ｂｃ（図３参照）に順次切断していき、切断した中空糸束切断体Ｂｃを順次
集めて中空糸束体Ｂｄに束ねる装置である。
【００４３】
　集束装置１００は、数百本の中空糸Ｂａを長手方向Ｗに沿って集合させて中空集合糸束
Ｂｂを形成する給糸部１１０と、中空集合糸束Ｂｂをそれぞれ挟持する第１から第４挟持
機構（第１から第４保持機構の一例）１２１，１２２，１２３，１２４と、中空集合糸束
Ｂｂの長手方向Ｗに沿った移動方向（図２及び図３の矢印Ｘ方向）に第１から第４挟持機
構１２１、１２２，１２３，１２４をそれぞれ独立して往復移動させる第１から第４往復
移動機構１３１，１３２，１３３，１３４（図３では図示省略）と、中空集合糸束Ｂｂを
それぞれ独立して切断する第１及び第２切断機構１４１，１４２とを備え、制御部４００
（図１参照）にて給糸部１１０、第１から第４挟持機構１２１，１２２，１２３，１２４
、第１から第４往復移動機構１３１，１３２，１３３，１３４、並びに、第１及び第２切
断機構１４１，１４２が作動制御されるようになっている。なお、集束装置１００が集束
装置１００全体の制御を司る制御部を備えていてもよい。
【００４４】
　［給糸部］
　給糸部１１０は、紡糸部２０から、予め設定した一定の搬送速度で長手方向Ｗに搬送さ
れてくる連続した数百本の中空糸Ｂａが交錯しないように分割（具体的には数十本ずつに
分割）する糸分割ガイド部材１１１と、糸分割ガイド部材１１１にて分割された中空糸Ｂ
ａを集合させる集合部１１２と、集合部１１２にて集合させた中空集合糸束Ｂｂの移動方
向Ｘに直交する幅方向（水平方向、図２及び図３の矢印Ｙ方向）及び移動方向Ｘに直交す
る上下方向（垂直方向、図２及び図３の矢印Ｚ方向）の双方の位置を決定する位置決めガ
イド部材１１３とを備えている。給糸部１１０は、数百本の中空糸Ｂａを糸分割ガイド部
材１１１に通過させ、数百本の中空糸Ｂａを数十本単位で分割しながら、集合部１１２を
経て集合させることで中空集合糸束Ｂｂを形成する。中空集合糸束Ｂｂの搬送速度として
は、それには限定されないが、例えば、１５ｍ／分～５０ｍ／分程度、より好ましくは１
５ｍ／分～３０ｍ／分程度を例示できる。
【００４５】
　糸分割ガイド部材１１１は、ここでは、格子状の部材とされており、ステンレス鋼から
なっている。具体的には、糸分割ガイド部材１１１は、上下方向Ｚに沿った複数のガイド
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棒が間隔をおいて幅方向Ｙに並設された縦棒部材と、幅方向Ｙに沿った複数のガイド棒が
間隔をおいて上下方向Ｙに並設された横棒部材とが長手方向Ｗに近接又は接触して並設さ
れた構成とされている。そして、糸分割ガイド部材１１１における各格子に、数百本の中
空糸Ｂａを、例えば、数十本ずつ均等に通過させる。集合部１１２は、糸分割ガイド部材
１１１からの中空糸Ｂａを集合させて搬送の向きを変える集合ローラ１１２ａと、集合ロ
ーラ１１２ａにて集合した中空集合糸束Ｂｂを通過させる円筒部材１１２ｂとを備えてい
る。位置決めガイド部材１１３は、ここでは、回転軸１１３ａの両端部に一対の円板１１
３ｂ，１１３ｂが設けられており、回転軸１１３ａの周面の周速度が中空糸Ｂａの長手方
向Ｗの移動速度と同速度又は略同速度になるように回転駆動されるようになっている。
【００４６】
　なお、中空糸Ｂａに用いることができる材料としては、それには限定されないが、セル
ロースジアセテートやセルロースポリアセテート、ポリエーテルスルホン、トリアセテー
ト等の樹脂材料を例示できる。
【００４７】
　［往復移動機構］
　第１及び第２往復移動機構１３１，１３２（図２参照）は、それぞれ、第１及び第２挟
持機構１２１，１２２をそれぞれ支持する第１及び第２支持部材１３１ａ，１３２ａと、
第１及び第２支持部材１３１ａ，１３２ａをそれぞれ独立して移動方向Ｘの一方側である
第１方向Ｘ１及び他方側である第２方向Ｘ２（第１方向とは反対方向）に往復移動させる
第１及び第２移動用アクチュエータ１３１ｂ，１３２ｂとを備えている。第３及び第４往
復移動機構１３３，１３４（図２参照）は、それぞれ、第３及び第４挟持機構１２３，１
２４をそれぞれ支持する第３及び第４支持部材１３３ａ，１３４ａと、第３及び第４支持
部材１３３ａ，１３４ａをそれぞれ独立して移動方向Ｘの第１方向Ｘ１及び第２方向Ｘ２
に往復移動させる第３及び第４移動用アクチュエータ１３３ｂ，１３４ｂとを備えている
。
【００４８】
　第１から第４支持部材１３１ａ，１３２ａ，１３３ａ，１３４ａは、第１から第４挟持
機構１２１，１２２，１２３，１２４を支持する一方で第１から第４移動用アクチュエー
タ１３１ｂ，１３２ｂ，１３３ｂ，１３４ｂにそれぞれ支持されている。
【００４９】
　詳しくは、集束装置１００は、移動方向Ｘに沿って延びた一対の固定台１３５ａ，１３
５ｂと、第１及び第２往復移動機構１３１，１３２を備えた一方の往復移動装置１３０ａ
と、第３及び第４往復移動機構１３３，１３４を備えた他方の往復移動装置１３０ｂとか
らなる一対の往復移動装置１３０ａ，１３０ｂをさらに備えている。
【００５０】
　一対の固定台１３５ａ，１３５ｂは、幅方向Ｙにおいて間隔をおいて移動方向Ｘに互い
に平行に配置されている（図２参照）。
【００５１】
　一対の往復移動装置１３０ａ，１３０ｂは、Ｘ方向に沿って一対の固定台１３５ａ，１
３５ｂにそれぞれ配設けられた一対のスライド機構１３６ａ，１３６ｂを備えている。
【００５２】
　一方のスライド機構１３６ａは、第１及び第２移動用アクチュエータ１３１ｂ，１３２
ｂを移動方向Ｘに移動自在にそれぞれ独立して摺動させる構成とされている。他方のスラ
イド機構１３６ｂは、第３及び第４移動用アクチュエータ１３３ｂ，１３４ｂを移動方向
Ｘに移動自在にそれぞれ独立して摺動させる構成とされている。
【００５３】
　第１から第４移動用アクチュエータ１３１ｂ，１３２ｂ，１３３ｂ，１３４ｂは、第１
から第４支持部材１３１ａ，１３２ａ，１３３ａ，１３４ａを移動方向Ｘに往復移動させ
るスライド駆動部１３７，１３７，１３７，１３７を備えている。スライド駆動部１３７
，１３７，１３７，１３７としては、リニアモータや、回転モーターの回転運動を直線往
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復運動に変換する直駆動アクチュエータ等を用いることができる。
【００５４】
　なお、一方の往復移動装置１３０ａにおいて、各種駆動部を駆動させるための配線等は
、第１及び第２挟持機構１２１，１２２の移動方向Ｘへの往復移動に伴い移動方向Ｘに順
に屈曲していくチェーン状の格納部材１３８，１３８内に格納されている。他方の往復移
動装置１３０ｂにおいても同様に、各種駆動部を駆動させるための配線等は、第３及び第
４挟持機構１２３，１２４の移動方向Ｘへの往復移動に伴い移動方向Ｘに順に屈曲してい
くチェーン状の格納部材１３８，１３８内に格納されている。
【００５５】
　第１及び第２移動用アクチュエータ１３１ｂ，１３２ｂは、それぞれ、第１及び第２支
持部材１３１ａ，１３２ａが幅方向Ｙに沿うように、かつ、第１及び第２挟持機構１２１
，１２２が他方の固定台１３５ｂ側に向くように配設されている。第３及び第４移動用ア
クチュエータ１３３ｂ，１３４ｂは、それぞれ、第３及び第４支持部材１３３ａ，１３４
ａが幅方向Ｙに沿うように、かつ、第３及び第４挟持機構１２３，１２４が一方の固定台
１３５ａ側に向くように配設されている。
【００５６】
　そして、第１及び第２往復移動機構１３１，１３２，１３３，１３４は、第１及び第２
挟持機構１２１，１２２にて挟持された中空集合糸束Ｂｂと、第３及び第４挟持機構１２
３，１２４にて挟持された中空集合糸束Ｂｂとが同一の糸搬送路上に搬送されるように、
第１から第３挟持機構１２１，１２２，１２３，１２４を移動させる構成とされている。
【００５７】
　［切断機構］
　第１及び第２切断機構１４１，１４２は、それぞれ、中空集合糸束Ｂｂを切断する第１
及び第２カッター１４１ａ，１４２ａと、第１及び第２カッター１４１ａ，１４２ａをそ
れぞれ独立して上下方向Ｚに往復移動させる移動駆動部１４０を含む第１及び第２切断用
アクチュエータ１４１ｂ，１４２ｂとを備えている。移動駆動部１４０としては、シリン
ダーや、モーターの回転運動を直線往復運動に変換する直駆動機構等を用いることができ
る。移動駆動部１４０は、構造が簡単でメンテナンスを容易にするという観点から、ここ
では、エアーシリンダーとされている。このことは、後述する各移動駆動部についても同
様である。
【００５８】
　詳しくは、第１及び第２カッター１４１ａ，１４２ａは、移動方向Ｘに直交する方向の
一方側（ここでは、上下方向Ｚの上方）から他方側（ここでは、下方）に向けて中空集合
糸束Ｂｂを断ち切る尖鋭状の先端刃を有している。
【００５９】
　具体的には、第１切断機構１４１は、第２挟持機構１２２に設けられており、第１カッ
ター１４１ａによって、第２挟持機構１２２の第１方向Ｘ１における上流側の近傍を切断
するようになっている。第２切断機構１４２は、第４挟持機構１２４に設けられており、
第２カッター１４２ａによって、第４挟持機構１２４の第１方向Ｘ１における上流側の近
傍を切断するようになっている。
【００６０】
　なお、図２及び図３に示す第１から第４挟持部材１５１，１５２，１５３，１５４、第
１及び第２変位機構１６５，１６６、図３に示す第１から第４挟持用アクチュエータ１５
５，１５６，１５７，１５８、除電装置１９０、収容装置１７０等については後述する。
【００６１】
　［挟持機構］
　図４は、第１から第４挟持機構１２１，１２２，１２３，１２４の概略構成を示す図で
ある。図４（ａ）は、第１から第４挟持機構１２１，１２２，１２３，１２４を上下方向
Ｚの上から視た平面図を示している。図４（ｂ）は、第１から第４挟持機構１２１，１２
２，１２３，１２４を移動方向Ｘから視た側面図を示している。図４（ｃ）は、第１から



(13) JP 5725198 B2 2015.5.27

10

20

30

40

50

第４挟持機構１２１，１２２，１２３，１２４を幅方向Ｙから視た側面図を示している。
なお、第１から第４挟持機構１２１，１２２，１２３，１２４は何れも実質的に同一構成
の部材であるため、図４では一つの図で示している。このことは、後述する図５から図７
の一対の挟持部材１５０ａ，１５０ｂについても同様である。
【００６２】
　第１から第４挟持機構１２１，１２２，１２３，１２４は、それぞれ、中空集合糸束Ｂ
ｂを挟持する第１から第４挟持部材１５１，１５２，１５３，１５４と、第１から第４挟
持部材１５１，１５２，１５３，１５４をそれぞれ独立して往復移動させる第１から第４
挟持用アクチュエータ１５５，１５６，１５７，１５８とを備えている。
【００６３】
　第１から第４挟持部材１５１，１５２，１５３，１５４は、何れも、中空集合糸束Ｂｂ
を上下方向Ｚの互いに対向する側から挟持する一対の挟持部材１５０ａ，１５０ｂとされ
ている。
【００６４】
　一対の挟持部材１５０ａ，１５０ｂは、第１から第４挟持用アクチュエータ１５５，１
５６，１５７，１５８が挟持方向へ作動することによって、一方の挟持部材に対して他方
の挟持部材が上下方向Ｚに相対的に近づく方向へ移動する一方、第１から第４挟持用アク
チュエータ１５５，１５６，１５７，１５８が挟持解除方向へ作動することによって、一
方の挟持部材に対して他方の挟持部材が上下方向Ｚに相対的に離間する方向に移動する構
成とされている。
【００６５】
　第１から第４挟持用アクチュエータ１５５，１５６，１５７，１５８は、それぞれ、一
対の挟持部材１５０ａ，１５０ｂを上下方向Ｚに往復移動させる移動駆動部１５０ｃを備
えている。
【００６６】
　ところで、一対の挟持部材うち、一方の挟持部材と他方の挟持部材とを、例えば、金属
部材同士や、ゴム部材同士或いはゴム部材と金属部材とで構成することが考えられる。詳
しくは、一対の挟持部材を金属部材同士で構成した場合には、中空集合糸束を挟持した際
に中空集合糸束が滑り易く、中空集合糸束を確実に保持させることができない場合がある
。そこで、中空集合糸束を挟持した際に中空集合糸束を滑り難くするという観点から、一
対の挟持部材をゴム部材同士、或いは、ゴム部材と金属部材とで構成した場合には、中空
集合糸束を挟持した際にゴム部材と中空集合糸束との間で密着し易く、中空集合糸束を確
実に離脱させることができない場合がある。
【００６７】
　この点、一対の挟持部材をゴム部材（例えば合成ゴム、具体的にはエチレンプロピレン
ゴム）と金属部材（例えばステンレス鋼、具体的にはＳＵＳ３０４）とで構成し、ゴム部
材の表面を樹脂膜（具体的にはポリプロピレンのフィルム）で被覆することで、中空集合
糸束を挟持した際に、中空集合糸束が滑り難く、かつ、ゴム部材と中空集合糸束との密着
性を低減させることが可能となる。
【００６８】
　そこで、本実施の形態では、一対の挟持部材１５０ａ，１５０ｂのうち、一方の挟持部
材１５０ａは、金属部材からなっており、他方の挟持部材１５０ｂは、金属（例えばステ
ンレス鋼、具体的にはＳＵＳ３０４）からなる基台Ｅと、基台Ｅの一方の挟持部材１５０
ａに対向する位置に設けられたゴム部材Ｇとを備えている。
【００６９】
　そして、他方の挟持部材１５０ｂの表面（具体的にはゴム部材Ｇの表面）には、樹脂フ
ィルム（例えば、ポリプロピレンからなる樹脂フィルム、より具体的には一方の面に粘着
層が設けられた粘着テープ）Ｆが貼り付けられている。
【００７０】
　［挟持部材］
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　図５は、第１から第４挟持機構１２１，１２２，１２３，１２４における第１から第４
挟持部材１５１，１５２，１５３，１５４が中空集合糸束Ｂｂを挟持した状態を示す斜視
図である。図６は、一対の挟持部材１５０ａ，１５０ｂのうち、一方の挟持部材１５０ａ
の概略構成を示す図である。図６（ａ）は、一方の挟持部材１５０ａを移動方向Ｘから視
た側面図を示している。図６（ｂ）は、一方の挟持部材１５０ａを幅方向Ｙから視た側面
図を示している。また、図７は、一対の挟持部材１５０ａ，１５０ｂのうち、他方の挟持
部材１５０ｂの概略構成を示す図である。図７（ａ）は、他方の挟持部材１５０ｂを移動
方向Ｘから視た側面図を示している。図７（ｂ）は、他方の挟持部材１５０ｂを幅方向Ｙ
から視た側面図を示している。図７（ｃ）は、他方の挟持部材１５０ａ，１５０ｂを下か
ら視た底面図である。
【００７１】
　金属部材からなる一方の挟持部材１５０ａは、他方の挟持部材１５０ｂにおけるゴム部
材Ｇに対向する側を凸とする山形形状とされ（図５及び図６参照）、基台Ｅ及びゴム部材
Ｇを有する他方の挟持部材１５０ｂは、ゴム部材Ｇの一方の挟持部材１５０ａに対向する
側が平面形状とされている（図５及び図７参照）。
【００７２】
　詳しくは、一方の挟持部材１５０ａは、六面体形状の部材の他方の挟持部材１５０ｂ側
を半円柱状とした部材とされている。他方の挟持部材１５０ｂは、一方の挟持部材１５０
ａに臨むゴム部材Ｇと、ゴム部材Ｇの一方の挟持部材１５０ａとは反対側を支持する基台
Ｅとで構成された六面体形状とされている。
【００７３】
　具体的には、基台Ｅのゴム部材Ｇを設ける側の面には幅方向Ｙに沿って延びる凹溝Ｅ１
が形成されている。ゴム部材Ｇの基台Ｅに設けられる側の面には幅方向Ｙに沿って延びる
凸部Ｇ１が形成されている。そして、他方の挟持部材１５０ｂは、基台Ｅの凹溝Ｅ１に対
してゴム部材Ｇの凸部Ｇ１が嵌め込まれるようになっている。
【００７４】
　なお、一対の挟持部材１５０ａ，１５０ｂにて挟持される中空集合糸束Ｂｂの幅ｄ１（
図５参照）としては、それには限定されないが、３５ｍｍ程度を例示できる。また、一対
の挟持部材１５０ａ，１５０ｂの幅は、中空集合糸束Ｂｂの幅ｄ１よりも少し大きめの幅
とされている。
【００７５】
　図８及び図９は、中空集合糸束Ｂｂに対する第１から第４挟持機構１２１，１２２，１
２３，１２４の挟持状態、及び、第１及び第２切断機構１４１，１４２の切断状態を模式
的に示す状態遷移図である。図８（ａ）は、第１挟持機構１２１にて中空集合糸束Ｂｂを
挟持している状態を示している。図８（ｂ）は、第１及び第２挟持機構１２１，１２２に
て中空集合糸束Ｂｂを挟持している状態を示している。図８（ｃ）は、第１、第２及び第
３挟持機構１２１，１２２，１２３にて中空集合糸束Ｂｂを挟持している状態を示してい
る。図８（ｄ）は、第２挟持位置Ｐ２と第３挟持位置Ｐ３との間を切断し、第１及び第２
挟持機構１２１，１２２が戻る状態を示している。また、図９（ａ）は、第３挟持機構１
２３にて中空集合糸束Ｂｂを挟持している状態を示している。図９（ｂ）は、第３及び第
４挟持機構１２３，１２４にて中空集合糸束Ｂｂを挟持している状態を示している。図９
（ｃ）は、第３、第４及び第１挟持機構１２３，１２４，１２１にて中空集合糸束Ｂｂを
挟持している状態を示している。図９（ｄ）は、第２挟持位置Ｐ２と第３挟持位置Ｐ３と
の間を切断し、第３及び第４挟持機構１２３，１２４が戻る状態を示している。
【００７６】
　本実施の形態に係る集束装置１００において、制御部４００（図１参照）は、第１往復
移動機構１３１（図２参照）にて第１挟持機構１２１を予め定めた第１停止位置Ｑ１から
第２挟持機構１２２に対して一定の速度で第１方向Ｘ１へ離間するように予め定めた移動
距離だけ移動させた後（図８（ａ）参照）、第２往復移動機構１３２（図２参照）にて第
２挟持機構１２２を第１停止位置Ｑ１に近接する予め定めた第２停止位置Ｑ２から第１方
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向Ｘ１へ第１挟持機構１２１と同じ速度で移動させて、第２挟持機構１２２の挟持動作を
行う一定の位置である第１挟持動作位置Ｒ１で第１挟持機構１２１にて挟持された中空集
合糸束Ｂｂの第１挟持位置Ｐ１よりも上流側の第２挟持位置Ｐ２を第２挟持機構１２２に
て挟持する構成とされている（図８（ｂ）参照）。また、制御部４００は、第３往復移動
機構１３３（図２参照）にて第３挟持機構１２３を予め定めた第３停止位置Ｑ３から第１
方向Ｘ１に第２挟持機構１２２と同じ速度で移動させて第２挟持機構１２２にて挟持され
た中空集合糸束Ｂｂの第２挟持位置Ｐ２よりも上流側で第２挟持位置Ｐ２の近傍（第２挟
持位置Ｐ２に近接した位置）の第３挟持位置Ｐ３を第３挟持機構１２３にて挟持する構成
とされている（図８（ｃ）参照）。また、制御部４００は、第１切断機構１４１にて中空
集合糸束Ｂｂの第２挟持位置Ｐ２と第３挟持位置Ｐ３との間を切断して第３挟持位置Ｐ３
を第１挟持位置Ｐ１とする構成とされている（図８（ｄ）参照）。このとき、第１及び第
２挟持機構１２１，１２２は、第２挟持機構１２２の第２挟持位置Ｐ２と第３挟持機構１
２３の第３挟持位置Ｐ３との間で切断された中空糸束切断体Ｂｃの移動方向Ｘの両端部を
挟持する一対の挟持機構を構成している。さらに、制御部４００は、第１及び第２挟持機
構１２１，１２２の中空集合糸束Ｂｂへの挟持動作を解除して第１及び第２往復移動機構
１３１，１３２にて第１及び第２挟持機構１２１，１２２を第２方向Ｘ２へ移動させる構
成とされている（図８（ｄ）参照）。
【００７７】
　一方、本実施の形態に係る集束装置１００において、制御部４００（図１参照）は、第
３往復移動機構１３３（図２参照）にて第３挟持機構１２３を第３停止位置Ｑ３から第４
挟持機構１２４に対して第２挟持機構１２２と同じ速度で第１方向Ｘ１へ離間するように
予め定めた移動距離だけ移動させた後（図９（ａ）参照）、第４往復移動機構１３４（図
２参照）にて第４挟持機構１２４を第３停止位置Ｑ３に近接する予め定めた第４停止位置
Ｑ４から第１方向Ｘ１へ第３挟持機構１２３と同じ速度で移動させて、第４挟持機構１２
４の挟持動作を行う一定の位置である第２挟持動作位置Ｒ２で第３挟持機構１２３にて挟
持された中空集合糸束Ｂｂの第１挟持位置Ｐ１よりも上流側の第２挟持位置Ｐ２を第４挟
持機構１２４にて挟持する構成とされている（図９（ｂ）参照）。また、制御部４００は
、第１往復移動機構１３１（図２参照）にて第１挟持機構１２１を第１停止位置Ｑ１から
第１方向Ｘ１に第４挟持機構１２４と同じ速度で移動させて第４挟持機構１２４にて挟持
された中空集合糸束Ｂｂの第２挟持位置Ｐ２よりも上流側で第２挟持位置Ｐ２の近傍（第
２挟持位置Ｐ２に近接した位置）の第３挟持位置Ｐ３を第１挟持機構１２１にて挟持する
構成とされている（図９（ｃ）参照）。また、制御部４００は、第２切断機構１４２にて
中空集合糸束Ｂｂの第２挟持位置Ｐ２と第３挟持位置Ｐ３との間を切断して第３挟持位置
Ｐ３を第１挟持位置Ｐ１とする構成とされている（図９（ｄ）参照）。このとき、第３及
び第４挟持機構１２３，１２４は、第４挟持機構１２４の第２挟持位置Ｐ２と第１挟持機
構１２１の第３挟持位置Ｐ３との間で切断された中空糸束切断体Ｂｃの移動方向Ｘの両端
部を挟持する一対の挟持機構を構成している。さらに、制御部４００は、第３及び第４挟
持機構１２３，１２４の中空集合糸束Ｂｂへの挟持動作を解除して第３及び第４往復移動
機構１３３，１３４にて第３及び第４挟持機構１２３，１２４を第２方向Ｘ２へ移動させ
る構成とされている（図９（ｄ）参照）。
【００７８】
　なお、本実施の形態では、第１停止位置Ｑ１と第３停止位置Ｑ３とは移動方向Ｘで同一
位置とされており、第２停止位置Ｑ２と第４停止位置Ｑ４とは移動方向Ｘで同一位置とさ
れている。
【００７９】
　また、本実施の形態では、制御部４００は、第１から第４往復移動機構１３１，１３２
，１３３，１３４を作動制御して第１から第４挟持機構１３１，１３２，１３３，１３４
の第２方向Ｘ１への移動速度を第１方向Ｘ１への移動速度よりも速くする構成とされてい
る。
【００８０】
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　［除電装置］
　ところで、中空集合糸束Ｂｂは糸分割ガイド部材１１１や集合ローラ１１２ａ等に接触
することにより、摩擦帯電されて静電気を帯び易い。そうすると、中空集合糸束Ｂｂが乱
れて糸の直線性が低下し、中空集合糸束Ｂｂを良好に集束させることができない場合があ
る。
【００８１】
　そこで、本実施の形態では、集束装置１００は、中空集合糸束Ｂｂにおける静電気を除
電する除電装置１９０（図３参照）をさらに備え、制御部４００にて除電装置１９０が作
動制御されるようになっている。
【００８２】
　除電装置１９０は、非接触型の除電装置が好ましく、本実施の形態では、中空集合糸束
Ｂｂに向けてイオンビームを照射する装置とされている。なお、除電装置１９０は、中空
集合糸束Ｂｂにおける静電気を除電できれば、何れの位置に配設されていてもよい。ここ
では、除電装置１９０は、集合筒１１２ｂの上流側近傍の上方、及び、第１から第４挟持
機構１２１，１２２，１２３，１２４にて挟持される中空集合糸束Ｂｂの糸搬送路の上方
に配設されている。
【００８３】
　［変位機構］
　本実施の形態では、集束装置１００は、第１及び第２変位機構１６５，１６６（図２及
び図３参照）をさらに備え、制御部４００にて第１及び第２変位機構１６５，１６６が作
動制御されるようになっている。
【００８４】
　詳しくは、第１変位機構１６５は、一対の第１変位機構１６１，１６２とされており、
第２変位機構１６６は、一対の第２変位機構１６３，１６４とされている。
【００８５】
　一対の第１変位機構１６１，１６２は、第１及び第２挟持機構１２１，１２２を移動方
向Ｘに直交する直交方向にそれぞれ変位させる構成とさている。一対の第２変位機構１６
３，１６４は、第３及び第４挟持機構１２３，１２４を移動方向Ｘに直交する直交方向に
それぞれ変位させる構成とされている。
【００８６】
　一対の第１変位機構１６１，１６２は、ここでは、第１及び第２挟持機構１２１，１２
２を上下方向Ｚの下方及び幅方向Ｙの糸搬送路の外側（具体的には一方の往復移動装置１
３０ａ側）の双方に退避させる。また、一対の第２変位機構１６３，１６４は、ここでは
、第３及び第４挟持機構１２３，１２４を上下方向Ｚの下方及び幅方向Ｙの糸搬送路の外
側（具体的には他方の往復移動装置１３０ｂ側）の双方に退避させる。
【００８７】
　本実施の形態に係る集束装置１００において、制御部４００は、第１切断機構１４１に
て中空集合糸束Ｂｂの第２挟持位置Ｐ２と第３挟持位置Ｐ３との間を切断した後、中空糸
束切断体Ｂｃを挟持した第１及び第２挟持機構１２１，１２２を一対の第１変位機構１６
１，１６２にて上下方向Ｚの下方に変位させる構成とされている。さらに、制御部４００
は、第２切断機構１４２にて中空集合糸束Ｂｂの第２挟持位置Ｐ２と第３挟持位置Ｐ３と
の間を切断した後、中空糸束切断体Ｂｃを挟持した第３及び第４挟持機構１２３，１２４
を一対の第２変位機構１６３，１６４にて上下方向Ｚの下方に変位させる構成とされてい
る。
【００８８】
　また、本実施の形態に係る集束装置１００において、制御部４００は、中空糸束切断体
Ｂｃを挟持して一対の第１変位機構１６１，１６２にて上下方向Ｚの下方に変位した第１
及び第２挟持機構１２１，１２２における第１及び第２挟持部材１５１，１５２の挟持動
作を解除して第１及び第２挟持機構１２１，１２２を一対の第１変位機構１６１，１６２
にて幅方向Ｙの外側に退避させた後、第１及び第２挟持機構１２１，１２２を第１及び第
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２往復移動機構１３１，１３２にて第２方向Ｘ２へ移動させる構成とされている。そして
、制御部４００は、第１及び第２挟持機構１２１，１２２にて中空集合糸束Ｂｂを挟持す
るにあたり、一対の第１変位機構１６１，１６２にて第１及び第２挟持機構１２１，１２
２を幅方向Ｙの糸搬送路上へ移動させる構成とされている。さらに、制御部４００は、中
空糸束切断体Ｂｃを挟持して一対の第２変位機構１６３，１６４にて上下方向Ｚの下方に
変位した第３及び第４挟持機構１２３，１２４における第３及び第４挟持部材１５３，１
５４の挟持動作を解除して第３及び第４挟持機構１２３，１２４を一対の第２変位機構１
６３，１６４にて幅方向Ｙの退避に変位させた後、第３及び第４挟持機構１２３，１２４
を第３及び第４往復移動機構１３３，１３４にて第２方向Ｘ２へ移動させる構成とされて
いる。そして、制御部４００は、第３及び第４挟持機構１２３，１２４にて中空集合糸束
Ｂｂを挟持するにあたり、一対の第２変位機構１６３，１６４にて第３及び第４挟持機構
１２３，１２４を幅方向Ｙの糸搬送路上へ移動させる構成とされている。
【００８９】
　一対の第１変位機構１６１，１６２は、第１及び第２挟持機構１２１，１２２を支持す
る第１及び第２変位用支持部材１６１ａ，１６２ａと、第１及び第２変位用支持部材１６
１ａ，１６２ａを往復移動させる第１及び第２変位用アクチュエータ１６１ｂ，１６２ｂ
とを備えている。
【００９０】
　一対の第２変位機構１６３，１６４は、第３及び第４挟持機構１２３，１２４を支持す
る第３及び第４変位用支持部材１６３ａ，１６４ａと、第３及び第４変位用支持部材１６
３ａ，１６４ａを往復移動させる第３及び第４変位用アクチュエータ１６３ｂ，１６４ｂ
とを備えている。
【００９１】
　第１から第４変位用アクチュエータ１６１ｂ，１６２ｂ，１６３ｂ、１６４ｂは、それ
ぞれ、第１から第４変位用支持部材１６１ａ，１６２ａ，１６３ａ，１６４ａを上下方向
Ｚに往復移動させる第１移動駆動部１６０ａと、第１から第４変位用支持部材１６１ａ，
１６２ａ，１６３ａ，１６４ａを幅方向Ｙに往復移動させる第２移動駆動部１６０ｂとを
備えている。
【００９２】
　［収容装置］
　本実施の形態では、集束装置１００は、第１及び第２挟持機構１２１，１２２にて挟持
された中空糸束切断体Ｂｃと第３及び第４挟持機構１２３，１２４にて挟持された中空糸
束切断体Ｂｃとを順次重ねて中空糸束体Ｂｄに束ねていく収容装置１７０（図３参照）を
さらに備え、制御部４００にて収容装置１７０が作動制御されるようになっている。
【００９３】
　図１０は、収容装置１７０を上下方向Ｚの上から視た概略平面図であり、図１１は、収
容装置１７０を幅方向Ｙから視た概略断面図である。
【００９４】
　収容装置１７０は、移動方向Ｘに沿って延びた長尺の収容容器（収容部の一例）１７０
ａと、第１及び第２挟持機構１２１，１２２（図２及び図３参照）にて挟持されて第１変
位機構１６５（図２及び図３参照）にて変位された中空糸束切断体Ｂｃを収容容器１７０
ａに収容する第１収容機構１７５と、第３及び第４挟持機構１２３，１２４（図２及び図
３参照）にて挟持されて第２変位機構１６６（図２及び図３参照）にて変位された中空糸
束切断体Ｂｃを収容容器１７０ａに収容する第２収容機構１７６とを備えている。
【００９５】
　本実施の形態に係る集束装置１００において、制御部４００は、第１及び第２挟持機構
１２１，１２２にて挟持されて第１変位機構１６５にて変位された中空糸束切断体Ｂｃと
、第３及び第４挟持機構１２３，１２４にて挟持されて第２変位機構１６６にて変位され
た中空糸束切断体Ｂｃとを収容容器１７０ａに第１及び第２収容機構１７５，１７６にて
交互に収容する構成とされている。
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【００９６】
　詳しくは、第１収容機構１７５は、一対の第１収容機構１７１，１７２とされており、
第２収容機構１７６は、一対の第２収容機構１７３，１７４とされている。
【００９７】
　収容容器１７０ａは、上方及び移動方向Ｘにおける両側方を開放した箱形形状とされて
おり、中空糸束切断体Ｂｃが載置される底板１７０ｂと、底部１７０ｂの幅方向Ｙにおけ
る両端部から上方へ立設した二つの側板１７０ｃ，１７０ｃとを有している。
【００９８】
　本実施の形態に係る集束装置１００において、制御部４００は、第１及び第２挟持機構
１２１，１２２にて挟持されて第１変位機構１６５にて上下方向Ｚの下方に変位された中
空糸束切断体Ｂｃを一対の第１収容機構１７１，１７２にて収容容器１７０ａに収容する
構成とされている。また、制御部４００は、第３及び第４挟持機構１２３，１２４にて挟
持されて第２変位機構１６６にて上下方向Ｚの下方に変位された中空糸束切断体Ｂｃを一
対の第２収容機構１７３，１７４にて収容容器１７０ａに収容する構成とされている。
【００９９】
　一対の第１収容機構１７１，１７２は、第１及び第２挟持機構１２１，１２２の第１及
び第２挟持部材１５１，１５２（図２及び図３参照）にて挟持された中空糸束切断体Ｂｃ
の第１及び第２挟持部材１５１，１５２の内側近傍を挟持する第１及び第２収容用挟持部
材１７１ａ，１７２ａと、第１及び第２収容用挟持部材１７１ａ，１７２ａを移動方向Ｘ
に直交する直交方向にそれぞれ変位させる一対の第１収容用変位機構１７１ｃ，１７２ｃ
とを備えている。
【０１００】
　一対の第２収容機構１７３，１７４は、第３及び第４挟持機構１２３，１２４の第３及
び第４挟持部材１５３，１５４（図２及び図３参照）にて挟持された中空糸束切断体Ｂｃ
の第３及び第４挟持部材１５３，１５４の内側近傍を挟持する第３及び第４収容用挟持部
材１７３ａ，１７４ａと、第３及び第４収容用挟持部材１７３ａ，１７４ａを移動方向Ｘ
に直交する直交方向にそれぞれ変位させる一対の第２収容用変位機構１７３ｃ，１７４ｃ
とを備えている。
【０１０１】
　第１から第４収容用挟持部材１７１ａ，１７２ａ，１７３ａ，１７４ａは、何れも、中
空糸束切断体Ｂｃを上下方向Ｚの互いに対向する側から挟持する一対の収容用挟持部材１
７７ａ，１７７ｂ（図１１参照）とされている。一対の第１収容機構１７１，１７２及び
一対の第２収容機構１７３，１７４は、一対の収容用挟持部材１７７ａ，１７７ｂをそれ
ぞれ作動させる収容用挟持機構１７７ｃをさらに備えている。
【０１０２】
　一対の第１収容用変位機構１７１ｃ，１７２ｃは、ここでは、第１及び第２収容用挟持
部材１７１ａ，１７２ａを上下方向Ｚの下方及び幅方向Ｙの糸搬送路の外側（具体的には
一方の往復移動装置１３０ａ側）の双方に退避させる。また、一対の第２収容用変位機構
１７３ｃ，１７４ｃは、ここでは、第３及び第４収容用挟持部材１７３ａ，１７４ａを上
下方向Ｚの下方及び幅方向Ｙの糸搬送路の外側（具体的には他方の往復移動装置１３０ｂ
側）の双方に退避させる。
【０１０３】
　本実施の形態に係る集束装置１００において、制御部４００は、第１及び第２収容用挟
持部材１７１ａ，１７２ａの一対の収容用挟持部材１７７ａ，１７７ｂを収容用挟持機構
１７７ｃにて上下方向Ｚの近接させる方向に移動させて中空糸束切断体Ｂｃを挟持し、第
１及び第２収容用挟持部材１７１ａ，１７２ａを一対の第１収容用変位機構１７１ｃ，１
７２ｃにて上下方向Ｚの下方へ移動させて中空糸束切断体Ｂｃを収容容器１７０ａに収容
する構成とされている。さらに、制御部４００は、第３及び第４収容用挟持部材１７３ａ
，１７４ａの一対の収容用挟持部材１７７ａ，１７７ｂを収容用挟持機構１７７ｃにて上
下方向Ｚの近接させる方向に移動させて中空糸束切断体Ｂｃを挟持し、第３及び第４収容
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用挟持部材１７３ａ，１７４ａを一対の第２収容用変位機構１７３ｃ，１７４ｃにて上下
方向Ｚの下方へ移動させて中空糸束切断体Ｂｃを収容容器１７０ａに収容する構成とされ
ている。
【０１０４】
　また、本実施の形態に係る集束装置１００において、制御部４００は、第１及び第２収
容用挟持部材１７１ａ，１７２ａの一対の収容用挟持部材１７７ａ，１７７ｂの挟持動作
を収容用挟持機構１７７ｃにて解除し、第１及び第２収容用挟持部材１７１ａ，１７２ａ
を一対の第１収容用変位機構１７１ｃ，１７２ｃにて幅方向Ｙの一方の往復移動装置１３
０ａ側に退避させる構成とされている。そして、制御部４００は、第１及び第２収容用挟
持部材１７１ａ，１７２ａにて中空集合糸束Ｂｂを挟持するにあたり、一対の第１収容用
変位機構１７１ｃ，１７２ｃにて第１及び第２収容用挟持部材１７１ａ，１７２ａを幅方
向Ｙの糸搬送路上へ移動させる構成とされている。さらに、制御部４００は、第３及び第
４収容用挟持部材１７３ａ，１７４ａの一対の収容用挟持部材１７７ａ，１７７ｂの挟持
動作を収容用挟持機構１７７ｃにて解除し、第３及び第４収容用挟持部材１７３ａ，１７
４ａを一対の第２収容用変位機構１７３ｃ，１７４ｃにて幅方向Ｙの他方の往復移動装置
１３０ｂ側に退避させる構成とされている。そして、制御部４００は、第３及び第４収容
用挟持部材１７３ａ，１７４ａにて中空集合糸束Ｂｂを挟持するにあたり、一対の第２収
容用変位機構１７３ｃ，１７４ｃにて第３及び第４収容用挟持部材１７３ａ，１７４ａを
幅方向Ｙの糸搬送路上へ移動させる構成とされている。
【０１０５】
　収容用挟持機構１７７ｃは、一対の収容用挟持部材１７７ａ，１７７ｂを上下方向Ｚに
往復移動させる移動駆動部１７８ａを含む収容用挟持アクチュエータ１７７ｄを備えてい
る。
【０１０６】
　一対の収容用挟持部材１７７ａ，１７７ｂは、収容用挟持アクチュエータ１７７ｄが挟
持方向へ作動することによって、一方の挟持部材に対して他方の挟持部材が上下方向Ｚに
相対的に近づく方向へ移動する一方、収容用挟持アクチュエータ１７７ｄが挟持解除方向
へ作動することによって、一方の挟持部材に対して他方の挟持部材が上下方向Ｚに相対的
に離間する方向に移動する構成とされている。
【０１０７】
　一対の第１収容用変位機構１７１ｃ，１７２ｃは、第１及び第２収容用挟持部材１７１
ａ，１７２ａを往復移動させる収容用アクチュエータ１７１ｂ，１７２ｂをさらに備えて
いる。一対の第２収容用変位機構１７３ｃ，１７４ｃは、第３及び第４収容用挟持部材１
７３ａ，１７４ａを往復移動させる収容用アクチュエータ１７３ｂ，１７４ｂをさらに備
えている。
【０１０８】
　第１から第４収容用アクチュエータ１７１ｂ，１７２ｂ，１７３ｂ，１７４ｂは、それ
ぞれ、第１移動駆動部１７８ａを幅方向Ｙに往復移動させる第１移動駆動部１７８ｂと、
第２移動駆動部１７８ｂを上下方向Ｚに往復移動させる第２移動駆動部１７８ｃとを備え
ている。
【０１０９】
　なお、一対の収容用挟持部材１７７ａ，１７７ｂは、前記した一対の挟持部材１５０ａ
，１５０ｂ（図５参照）と同様の構成とされていてもよい。
【０１１０】
　［押さえ装置］
　本実施の形態では、集束装置１００は、収容容器１７０ａに収容された中空糸束切断体
Ｂｃの移動方向Ｘの両端部を押さえる押さえ装置１８０（後述する図１２及び図１３参照
）をさらに備え、制御部４００にて押さえ装置１８０が作動制御されるようになっている
。
【０１１１】
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　図１２は、押さえ装置１８０を上下方向Ｚの上から視た概略平面図であり、図１３は、
押さえ装置１８０を幅方向Ｙから視た概略断面図である。
【０１１２】
　押さえ装置１８０は、収容容器１７０ａに収容された中空糸束切断体Ｂｃの移動方向Ｘ
の両端部を押さえつけて中空糸束切断体Ｂｃの収容容器１７０ａへの収容状態を維持させ
る押さえ機構１８０を備えている。
【０１１３】
　本実施の形態に係る集束装置１００において、制御部４００は、一対の収容用挟持部材
１７７ａ，１７７ｂにて中空糸束切断体Ｂｃが収容容器１７０ａに収容される毎に、収容
容器１７０ａに収容された中空糸束切断体Ｂｃの移動方向Ｘの両端部を押さえ機構１８０
にて押さえつける構成とされている。
【０１１４】
　詳しくは、押さえ機構１８０は、収容容器１７０ａの移動方向Ｘにおける両端部の外側
にそれぞれ設けられた押さえ部１８１，１８１と、押さえ部１８１，１８１をそれぞれ往
復移動させる押さえ用アクチュエータ１８２，１８２と、押さえ部１８１，１８１との間
で中空糸束切断体Ｂｃの移動方向Ｘの両端部をそれぞれ挟む押さえ板１８３，１８３とを
備えている。
【０１１５】
　押さえ用アクチュエータ１８２，１８２は、それぞれ、押さえ部１８１，１８１を上下
方向Ｚに往復移動させる第１移動駆動部１８２ａ，１８２ａと、第１移動駆動部１８２ａ
を移動方向Ｘに往復移動させる第２移動駆動部１８２ｂ，１８２ｂとを備えている。
【０１１６】
　押さえ板１８３，１８３は、収容容器１７０ａの移動方向Ｘにおける外側において、集
束装置１００本体の支持フレーム（図示省略）に支持されている。
【０１１７】
　本実施の形態に係る集束装置１００において、制御部４００は、第２移動駆動部１８２
ｂ，１８２ｂによって、押さえ部１８１，１８１を移動方向Ｘの両外側に退避させ、第１
移動駆動部１８２ａ，１８２ａによって、上下方向Ｚの上方へ上昇させた後、第２移動駆
動部１８２ｂ，１８２ｂによって、移動方向Ｘの両内側に移動させて収容容器１７０ａに
収容された中空糸束切断体Ｂｃの移動方向Ｘの両端部上方へ位置させ、さらに、第１移動
駆動部１８２ａ，１８２ａによって、上下方向Ｚの下方へ降下させることで、中空糸束切
断体Ｂｃの移動方向Ｘの両端部を下方の押さえ板１８３，１８３に向けて上方から押さえ
つける構成とされている。
【０１１８】
　［搬送装置］
　本実施の形態では、集束装置１００は、収容容器１７０ａに収容されて集束された中空
糸束体Ｂｄを搬送する搬送装置１７９（後述する図１４及び図１５参照）をさらに備え、
制御部４００にて搬送装置１７９が作動制御されるようになっている。
【０１１９】
　図１４は、搬送装置１７９を上下方向Ｚの上から視た概略平面図であり、図１５は、搬
送装置１７９を移動方向Ｘから視た概略断面図である。
【０１２０】
　本実施の形態に係る集束装置１００において、制御部４００は、収容容器１７０ａに収
容されて集束された中空糸束体Ｂｄを搬送装置１７９にて次の工程へ搬送する構成とされ
ている。
【０１２１】
　搬送装置１７９は、収容容器１７０ａに中空糸束切断体Ｂｃ（図１０から図１３参照）
が複数回重ねられて束ねられた中空糸束体Ｂｄを包装装置２００（後述する図１６及び図
１７参照）へ向けて搬送する構成とされている。ここで、中空糸束切断体Ｂｃが集められ
る回数は、中空糸が所定本数（具体的には１万本程度）になるまでの回数であり、例えば
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、中空糸束切断体Ｂｃの中空糸の数が５１２本～７６８本である場合には、例えば、１０
回～２０回程度となる。
【０１２２】
　詳しくは、搬送装置１７９は、中空糸束切断体Ｂｃが収容容器１７０ａに集められて束
ねられた中空糸束体Ｂｄを幅方向Ｙの一方側（図１４及び図１５のＹ１方向）に搬送する
１又は複数（ここでは複数）の無端ベルト１７９ａ，…と、無端ベルト１７９ａ，…が巻
き掛けられた駆動ローラ１７９ｂ及び従動ローラ１７９ｃ（図１５参照）と、駆動ローラ
１７９ｂを回転駆動するローラ駆動部１７９ｄ（図１５参照）とを備えている。
【０１２３】
　複数の無端ベルト１７９ａ，…は、移動方向Ｘにおいて予め定めた所定間隔をおいて均
等に配設されている。複数の無端ベルト１７９ａ，…の外周面には、複数の収容容器１７
０ａ，…がベルトの周方向において予め定めた所定間隔をおいて均等に配設されている。
ローラ駆動部１７９ｄは、駆動ローラ１７９ｂを予め定めた回転方向（図１５のＡ１方向
）回転させることで、従動ローラ１７９ｃをＡ１方向に従動回転させつつ複数の無端ベル
ト１７９ａ，…を幅方向Ｙの一方側Ｙ１に周回移動させようになっている。
【０１２４】
　本実施の形態に係る集束装置１００において、制御部４００は、収容容器１７０ａに中
空糸束切断体Ｂｃが複数回重ねられて中空糸束体Ｂｄとされる毎に、中空糸束切断体Ｂｃ
を収容する中空糸束切断体Ｂｃの収容位置Ｑ５（図１４参照）に空の収容容器１７０ａを
位置させ、かつ、中空糸束体Ｂｄを収容した収容容器１７０ａを包装装置２００の糸束体
載置装置２３０（後述する図１６及び図１７参照）にて搬送される搬送位置Ｑ６（図１４
参照）に位置させるように、ローラ駆動部１７９ｄにて駆動ローラ１７９ｂを間欠的に駆
動させて無端ベルト１７９ａ，…を間欠的に幅方向Ｙの一方側Ｙ１へ移動させる構成とさ
れている。
【０１２５】
　（集束装置の集束動作について）
　以上説明した集束装置１００では、中空糸Ｂａが糸分割ガイド部材１１１で分割されて
集合部１１２で集合され、さらに位置決めガイド部材１１３に案内された中空集合糸束Ｂ
ｂを長手方向Ｗに搬送しながら中空糸束切断体Ｂｃに順次切断していき、切断した中空糸
束切断体Ｂｃを順次集めて中空糸束体Ｂｄに束ねるにあたり、次の動作を行う。すなわち
、
　［１］第１停止工程
　先ず、第２挟持用アクチュエータ１５６（図２及び図３参照）にて第２挟持部材１５２
の挟持動作を解除させた第２挟持機構１２２を第２変位機構１６２にて糸搬送路の外側の
退避位置に退避させた状態で第２往復移動機構１３２にて位置決めガイド部材１１３より
も第１方向Ｘ１の下流側の近傍における第２停止位置Ｑ２（図８（ｂ）参照）に停止させ
る。また、第１挟持用アクチュエータ１５５（図２及び図３参照）にて第１挟持部材１５
１の挟持動作を解除させた第１挟持機構１２１を第１変位機構１６１にて糸搬送路の外側
の退避位置に退避させた状態で第１往復移動機構１３１にて第２挟持機構１２２よりも第
１方向Ｘ１の下流側の近傍における第１停止位置Ｑ１（第２停止位置Ｑ２とは近接した位
置、図８（ａ）参照）に停止させる。
【０１２６】
　［２］第１挟持工程
　次に、第１及び第２変位機構１６１，１６２にて第１及び第２挟持機構１２１，１２２
を退避位置から幅方向Ｙの糸搬送路上に移動させ、第１往復移動機構１３１にて第１挟持
機構１２１を第１停止位置Ｑ１から第１方向Ｘ１に移動させて第１挟持機構１２１にて中
空集合糸束Ｂｂの第１挟持位置Ｐ１を挟持し、中空集合糸束Ｂｂを挟持した第１挟持機構
１２１を第１往復移動機構１３１にて中空集合糸束Ｂｂと共に第１方向Ｘ１にさらに移動
させる（図８（ａ）参照）。
【０１２７】
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　［３］第２挟持工程
　次に、第１往復移動機構１３１にて第１挟持機構１２１を、第１挟持動作位置Ｒ１（第
２停止位置Ｑ２の下流側における第２停止位置Ｑ２に近接した位置、図８（ｂ）参照）か
ら第１方向Ｘ１へ予め定めた所定の移動距離Ｈだけ移動させた後、第２往復移動機構１３
２にて第２挟持機構１２２を第２停止位置Ｑ２から第１方向Ｘ１に移動させて第１挟持機
構１２１に挟持された中空集合糸束Ｂｂの第２挟持位置Ｐ２を第２挟持機構１２２にて第
１挟持動作位置Ｒ１で挟持し、中空集合糸束Ｂｂを挟持した第２挟持機構１２２を第２往
復移動機構１３２にて中空集合糸束Ｂｂと共に第１方向Ｘ１にさらに移動させる。なお、
移動距離Ｈを設定変更可能とすることができる。こうすることで、中空糸束体Ｂｄの任意
の長さにすることができる。
【０１２８】
　［４］第２停止工程
　次に、第４挟持用アクチュエータ１５８（図２及び図３参照）にて第４挟持部材１５４
の挟持動作を解除させた第４挟持機構１２４を第４変位機構１６４にて糸搬送路の外側の
退避位置に退避させた状態で第４往復移動機構１３４にて第４停止位置Ｑ４（図９（ｂ）
参照）に停止させる。また、第３挟持用アクチュエータ１５７（図２及び図３参照）にて
第３挟持部材１５３の挟持動作を解除させた第３挟持機構１２３を第３変位機構１６３に
て糸搬送路の外側の退避位置に退避させた状態で第３往復移動機構１３３にて第４挟持機
構１２４よりも第１方向Ｘ１の下流側の近傍における第３停止位置Ｑ３（第４停止位置Ｑ
４とは近接した位置、図９（ａ）参照）に停止させる。
【０１２９】
　［５］第３挟持工程
　次に、第３及び第４変位機構１６３，１６４にて第３及び第４挟持機構１２３，１２４
を退避位置から幅方向Ｙの糸搬送路上に移動させ、第３往復移動機構１３３にて第３挟持
機構１２３を第３停止位置Ｑ３から第１方向Ｘ１に移動させて第３挟持機構１２３にて中
空集合糸束Ｂｂの第２挟持機構１２２の第２挟持位置Ｐ２よりも上流側における第２挟持
位置Ｐ２の近傍の第３挟持位置Ｐ３（第２挟持位置Ｐ２に近接した位置）を挟持し、中空
集合糸束Ｂｂを挟持した第３挟持機構１２３を第３往復移動機構１３３にて中空集合糸束
Ｂｂと共に第１方向Ｘ１にさらに移動させる（図８（ｃ）参照）。
【０１３０】
　［６］第１切断工程
　次に、第１切断機構１４１にて第２挟持機構１２２の第２挟持位置Ｐ２と第３挟持機構
１２３の第３挟持位置Ｐ３との間を切断して第３挟持位置Ｐ３を第１挟持位置Ｐ１とした
後（図８（ｄ）参照）、第１及び第２変位機構１６１，１６２にて第１及び第２挟持機構
１２１，１２２を上下方向Ｚの下方に降下させ、収容容器１７０ａ（図３参照）の上方に
おいて中空糸束切断体Ｂｃの移動方向Ｘの両端部が収容容器１７０ａの移動方向Ｘの外側
に食み出る位置に第１及び第２往復移動機構１３１，１３２にて第１及び第２挟持機構１
２１，１２２を停止させる。
【０１３１】
　［７］第１収容工程
　次に、第１及び第２収容機構１７１，１７２（図１０及び図１１参照）における第１及
び第２収容用挟持部材１７１ａ，１７２ａにて収容容器１７０ａの上方に位置する中空集
合糸束Ｂｂの第１及び第２挟持機構１２１，１２２における第１及び第２挟持部材１５１
，１５２の内側近傍を挟持した後、第１及び第２挟持用アクチュエータ１５５，１５６に
て第１及び第２挟持部材１５１，１５２の挟持動作を解除して第１及び第２収容機構１７
１，１７２にて中空糸束切断体Ｂｃを収容容器１７０ａに収容する。
【０１３２】
　［８］第１押さえ工程
　次に、押さえ機構１８０における一対の押さえ部１８１，１８２（図１２及び図１３参
照）を中空糸束切断体Ｂｃの移動方向Ｘの両端部よりも上方へ上昇させた後、一対の押さ
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え部１８１，１８２にて収容容器１７０ａに収容された中空糸束切断体Ｂｃの両端部を上
から押さえつける。
【０１３３】
　［９］第１戻り工程
　次に、第１及び第２挟持機構１２１，１２２を第１及び第２変位機構１６１，１６２に
て幅方向Ｙの外側に退避させた後、第１及び第２挟持機構１２１，１２２を第１及び第２
往復移動機構１３１，１３２にて第２方向Ｘ２の第３及び第４挟持機構１２３，１２４よ
りも上流側の第１及び第２停止位置Ｑ１，Ｑ２（図８（ａ）及び図８（ｂ）参照）へ戻す
（図８（ｄ）参照）。
【０１３４】
　［１０］第２挟持工程
　次に、第３往復移動機構１３３にて第３挟持機構１２３を、第２挟持動作位置Ｒ２（第
４停止位置Ｑ４の下流側における第４停止位置Ｑ４に近接した位置、図９（ｂ）参照）か
ら第１方向Ｘ１へ移動距離Ｈだけ移動させた後、第４往復移動機構１３４にて第４挟持機
構１２４を第４停止位置Ｑ４から第１方向Ｘ１に移動させて第３挟持機構１２３に挟持さ
れた中空集合糸束Ｂｂの第２挟持位置Ｐ２を第４挟持機構１２４にて第２挟持動作位置Ｒ
２で挟持し、中空集合糸束Ｂｂを挟持した第４挟持機構１２４を第４往復移動機構１３４
にて中空集合糸束Ｂｂと共に第１方向Ｘ１にさらに移動させる。なお、本実施の形態では
、第１保持動作位置Ｒ１と第２保持動作位置Ｒ２とが移動方向Ｘで同一位置とされている
。
【０１３５】
　［１１］第１停止工程
　次に、第２挟持用アクチュエータ１５６（図２及び図３参照）にて第２挟持部材１５２
の挟持動作を解除させた第２挟持機構１２２を第２変位機構１６２にて糸搬送路の外側の
退避位置に退避させた状態で第２往復移動機構１３２にて第２停止位置Ｑ２に停止させる
。また、第１挟持用アクチュエータ１５５（図２及び図３参照）にて第１挟持部材１５１
の挟持動作を解除させた第１挟持機構１２１を第１変位機構１６１にて糸搬送路の外側の
退避位置に退避させた状態で第１往復移動機構１３１にて第２挟持機構１２２よりも第１
方向Ｘ１の下流側の近傍における第１停止位置Ｑ１に停止させる。
【０１３６】
　［１２］第３挟持工程
　次に、第１及び第２変位機構１６１，１６２にて第１及び第２挟持機構１２１，１２２
を退避位置から幅方向Ｙの糸搬送路上に移動させ、第１往復移動機構１３１にて第１挟持
機構１２１を第１停止位置Ｑ１から第１方向Ｘ１に移動させて第１挟持機構１２１にて中
空集合糸束Ｂｂの第４挟持機構１２４の第２挟持位置Ｐ２よりも上流側における第２挟持
位置Ｐ２の近傍の第３挟持位置Ｐ３（第２挟持位置Ｐ２に近接した位置）を挟持し、中空
集合糸束Ｂｂを挟持した第１挟持機構１２１を第１往復移動機構１３１にて中空集合糸束
Ｂｂと共に第１方向Ｘ１にさらに移動させる（図９（ｃ）参照）。
【０１３７】
　［１３］第２切断工程
　次に、第２切断機構１４２にて第４挟持機構１２４の第２挟持位置Ｐ２と第１挟持機構
１２１の第３挟持位置Ｐ３との間を切断して第３挟持位置Ｐ３を第１挟持位置Ｐ１とした
後（図９（ｄ）参照）、第３及び第４変位機構１６３，１６４にて第３及び第４挟持機構
１２３，１２４を上下方向Ｚの下方に降下させ、収容容器１７０ａ（図３参照）の上方に
おいて中空糸束切断体Ｂｃの移動方向Ｘの両端部が収容容器１７０ａの移動方向Ｘの外側
に食み出る位置に第３及び第４往復移動機構１３３，１３４にて第３及び第４挟持機構１
２３，１２４を停止させる。
【０１３８】
　［１４］第２収容工程
　次に、第３及び第４収容機構１７３，１７４（図１０及び図１１参照）における第３及
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び第４収容用挟持部材１７３ａ，１７４ａにて収容容器１７０ａの上方に位置する中空集
合糸束Ｂｂの第３及び第４挟持機構１２３，１２４における第３及び第４挟持部材１５３
，１５４の内側近傍を挟持した後、第３及び第４挟持用アクチュエータ１５７，１５８に
て第３及び第４挟持部材１５３，１５４の挟持動作を解除して第３及び第４収容機構１７
３，１７４にて中空糸束切断体Ｂｃを収容容器１７０ａに収容する。
【０１３９】
　［１５］第２押さえ工程
　次に、押さえ機構１８０における一対の押さえ部１８１，１８２（図１２及び図１３参
照）を中空糸束切断体Ｂｃの移動方向Ｘの両端部よりも上方へ上昇させた後、一対の押さ
え部１８１，１８２にて収容容器１７０ａに収容された中空糸束切断体Ｂｃの両端部を上
から押さえつける。
【０１４０】
　［１６］第２戻り工程
　次に、第３及び第４挟持機構１２３，１２４を第３及び第４変位機構１６３，１６４に
て幅方向Ｙの外側に退避させた後、第３及び第４挟持機構１２３，１２４を第３及び第４
往復移動機構１３３，１３４にて第２方向Ｘ２の第１及び第２挟持機構１２１，１２２よ
りも上流側の第３及び第４停止位置Ｑ３，Ｑ４（図９（ａ）及び図９（ｂ）参照）へ戻す
（図９（ｄ）参照）。
【０１４１】
　以降、前記した［３］から［１６］の一連の工程を動作終了の指示があるまで順次繰り
返していく。
【０１４２】
　そして、中空糸束切断体Ｂｃが収容容器１７０ａに複数回（例えば１０回～２０回程度
）収容されて束ねられると、束ねられた中空糸束体Ｂｄは、搬送装置１７９にて搬送位置
Ｑ６（図１４参照）へ搬送される。
【０１４３】
　（包装装置について）
　次に、製造装置１０における包装装置２００について図１６から図２７を参照しながら
以下に説明する。
【０１４４】
　図１６は、図１に示す製造装置１０における中空糸束体Ｂｄの包装装置２００の一例を
上下方向Ｚの上から視た概略平面図である。また、図１７は、図１６に示す包装装置２０
０を移動方向Ｘから視た概略側面図である。なお、図１６及び図１７において、凹条形成
装置２２４、保持装置２２５、第１絞り装置２７１、第２絞り装置２７２及び溶着装置２
９０等は図示を省略している。
【０１４５】
　包装装置２００は、集束装置１００にて集束された中空糸束体Ｂｄの周囲に包装シート
Ｓを巻き付ける装置である。
【０１４６】
　詳しくは、包装装置２００は、中空糸束体Ｂｄの長手方向Ｗに延びた長尺の包装用溝部
２１０と、中空糸束体Ｂｄの長手方向Ｗに延びた長尺の包装シートＳを包装用溝部２１０
上に配置するシート配置装置２２０と、包装用溝部２１０に包装シートＳを介して中空糸
束体Ｂｄを載置する糸束体載置装置２３０と、長手方向Ｗに直交する包装シートＳの幅方
向Ｙにおける両側を、対向する側へ折り返して中空糸束体Ｂｄ上に被せる被せ装置２４０
と、中空糸束体Ｂｄを包装シートＳと共に予め定めた回転方向（図１７の矢印Ａ２方向）
に回転させる回転装置２５０と、包装シートＳが巻き付けられた包装シート付き中空糸束
体Ｂｅを溶着する溶着装置２９０（後述する図２６参照）と、包装シートＳが溶着された
包装シート溶着済み中空糸束体Ｂｆを搬送する搬送装置２６０とを備え、制御部４００に
てシート配置装置２２０、糸束体載置装置２３０、被せ装置２４０、回転装置２５０、溶
着装置２９０及び搬送装置２６０が作動制御されるようになっている。なお、包装装置２
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００が包装装置２００全体の制御を司る制御部を備えていてもよい。
【０１４７】
　本実施の形態に係る包装装置２００において、制御部４００は、シート配置装置２２０
にて包装シートＳを包装用溝部２１０上に配置し、糸束体載置装置２３０にて包装用溝部
２１０に包装シートＳを介して中空糸束体Ｂｄを載置し、被せ装置２４０にて包装シート
Ｓの幅方向Ｙにおける両側を中空糸束体Ｂｄ上に被せ、回転装置２５０にて中空糸束体Ｂ
ｄを包装シートＳと共に回転方向Ａ２に回転させ、さらに、包装シートＳが巻き付けられ
た包装シート付き中空糸束体Ｂｅにおける包装シートＳを溶着装置２９０にて溶着し、包
装シートＳが溶着された包装シート溶着済み中空糸束体Ｂｆを搬送装置２６０にて次の工
程へ搬送する構成とされている。
【０１４８】
　ここで、集束装置１００と包装装置２００との中空糸束体Ｂｄに対する単位時間当たり
の生産能力を考慮して、１台の集束装置１００につき複数台の包装装置２００を設けても
よい。本実施の形態では、１台の集束装置１００につき包装装置２００における２つの包
装用溝部２１０，２１０、２台の被せ装置２４０，２４０及び２台の回転装置２５０，２
５０が後述する他方のシート載置台２０２側を対向させて並設されており、２つの包装用
溝部２１０，２１０、２台の被せ装置２４０，２４０及び２台の回転装置２５０，２５０
の間で搬送装置２６０を共通としている。
【０１４９】
　なお、本実施の形態では、包装装置２００は、包装用溝部２１０、被せ装置２４０及び
回転装置２５０がそれぞれ上下方向Ｚに沿った軸を対称軸として互いに軸対称になるよう
に配設された２つの包装用溝部２１０，２１０、２台の被せ装置２４０，２４０及び２台
の回転装置２５０，２５０とされており、２つの包装用溝部２１０，２１０、２台の被せ
装置２４０，２４０及び２台の回転装置２５０，２５０に対して共通の装置として作用す
るシート配置装置２２０、糸束体載置装置２３０及び搬送装置２６０が用いられるように
なっている。なお、２つの包装用溝部２１０，２１０、２台の被せ装置２４０，２４０及
び２台の回転装置２５０，２５０は、互いに同様の構成とされているため、以下では、両
方の装置をまとめて説明する。
【０１５０】
　包装装置２００において、制御部４００によるシート配置装置２２０の包装シートＳの
包装用溝部２１０への配置タイミング、制御部４００による糸束体載置装置２３０の中空
糸束体Ｂｄの包装用溝部２１０への載置タイミング、制御部４００による被せ装置２４０
の包装シートＳの中空糸束体Ｂｄ上への被せタイミングや、制御部４００による搬送装置
２６０の包装シート付き中空糸束体Ｂｅの搬送タイミングは、包装装置２００本体に配設
された光センサ等の複数の検知部（図示省略）からの検知信号によって行われるようにな
っている。
【０１５１】
　［包装用溝部］
　長手方向Ｗに延びた長尺の包装用溝部２１０は、一対のシート載置台２０１，２０２の
間に形成されている。
【０１５２】
　詳しくは、包装装置２００は、一対のシート載置台２０１，２０２と、一対のシート載
置台２０１，２０２の間に配置された中間台２０３と、中間台２０３を作動させる中間台
移動機構２０４とをさらに備え、制御部４００にて中間台移動機構２０４が作動制御され
るようになっている。
【０１５３】
　一対のシート載置台２０１，２０２は、長手方向Ｗに沿って延びた長尺の載置台とされ
ており、幅方向Ｙにおいて間隔をおいて長手方向Ｗに互いに平行に配置されている。中間
台２０３は、第１及び第２シート載置台２０１，２０２の上面（シート載置面）よりも低
い位置で回転装置２５０の後述する二つの回転ローラ２５１ａ，２５１ｂを支持している
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。そして、二つの回転ローラ２５１ａ，２５１ｂの上部が包装用溝部２１０の底部を構成
している。
【０１５４】
　一対のシート載置台２０１，２０２の長手方向Ｗの長さは、中空糸束体Ｂｄの長手方向
Ｗの長さよりも短い予め定めた長さとされている。中間台２０３の長手方向Ｗの長さは、
中空糸束体Ｂｄの長さよりも短い予め定めた長さ（ここでは一対のシート載置台２０１，
２０２の長さ程度）とされている。
【０１５５】
　包装装置２００において、制御部４００は、中空糸束体Ｂｄに対して包装シートＳを巻
き付けるときには、中間台移動機構２０４にて中間台２０３を上部位置に位置させ、包装
シートＳが巻き付けられた包装シート付き中空糸束体Ｂｅを次の工程へ搬送するときは、
中間台移動機構２０４にて中間台２０３を下部位置に位置させる。
【０１５６】
　本実施の形態では、中間台移動機構２０４は、中間台２０３を上下方向Ｚに往復移動さ
せる移動駆動部２０４ｂを含む中間台用アクチュエータ２０４ａを備えている。
【０１５７】
　包装シートＳの厚みは、ここでは、０．１２ｍｍとされている。包装シートＳの幅方向
Ｙの長さは、中空糸束体Ｂｄを３重～４重程度に巻き付く長さ（例えば３０ｃｍ～３８ｃ
ｍ）とされている。これにより、包装シートＳの溶着を安定化させることができる。なお
、中空糸束体Ｂｄを２重に巻く場合には、包装シートＳの溶着度合いにバラツキが生じ易
い。包装シートＳに用いることができる材料としては、中空糸束体Ｂｄの周面に対して確
実に巻き付けられるように、適度な柔軟性と滑り性とを有するものであれば、何れの材料
も用いることができる。包装シートＳの材料として、例えば、ポリプロピレン、ポリエチ
レン、ポリエステル、ポリテトラフルオロエチレンなどの樹脂材料を挙げることができ、
特に、ポリプロピレンやポリエチレンなどのオレフィン系プラスチツクは、コストおよび
成形性の点から好ましい。ここでは、包装シートＳは、高密度のポリエチレンからなって
いる。
【０１５８】
　［シート配置装置］
　シート配置装置２２０は、包装用溝部２１０を跨いで包装シートＳを一対のシート載置
台２０１，２０２上に配置する構成とされている。
【０１５９】
　詳しくは、シート配置装置２２０は、包装シートＳを収容するシート収容部２２１（図
１６参照）と、シート収容部２２１に収容された包装シートＳを他方のシート載置台２０
２上に配置する第１シート配置装置２２２と、他方のシート載置台２０２上に配置された
包装シートＳを一方のシート載置台２０１及び他方のシート載置台２０２の双方のシート
載置台上に配置する第２シート配置装置２２３とを備えている。
【０１６０】
　シート収容部２２１は、ロール状に巻かれたシートロール（図示省略）を収容する収容
部とされている。
【０１６１】
　第１シート配置装置２２２は、シート収容部２２１に収容したシートロールを幅方向Ｙ
に切断するシート切断機構２２２ａ（図１６参照）と、包装シートＳの長手方向Ｗにおけ
る両端部を保持する二つの第１シート保持部材２２２ｂ，２２２ｂと、シート挟持用アク
チュエータ２２２ｄ，２２２ｄと、シート移動用アクチュエータ２２２ｈ（図１７参照）
とを備えている。
【０１６２】
　本実施の形態に係る包装装置２００において、制御部４００は、シート収容部２２１に
収容したシートロールの長手方向Ｗにおける一方の端部をシート挟持用アクチュエータ２
２２ｄにて一方の第１シート保持部材２２２ｂを作動させて保持し、保持したシートロー
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ルをシート移動用アクチュエータ２２２ｈにて長手方向Ｗの予め定めた長さの包装シート
Ｓになるように長手方向Ｗの一方側（図１６のＷ１参照）に繰り出す構成とされている。
また、制御部４００は、該シートロールの長手方向Ｗにおける他方の端部をシート挟持用
アクチュエータ２２２ｄにて他方の第１シート保持部材２２２ｂを作動させて保持し、シ
ート切断機構２２２ａにて幅方向Ｙに切断する構成とされている。また、制御部４００は
、切断した包装シートＳの長手方向Ｗにおける両端部を保持した二つの第１シート保持部
材２２２ｂ，２２５ｂをシート移動用アクチュエータ２２２ｈにて長手方向Ｗの一方側Ｗ
１における他方のシート載置台２０２上に移動させて停止させ、シート挟持用アクチュエ
ータ２２２ｄ，２２２ｄにて二つの第１シート保持部材２２２ｂ，２２２ｂの保持動作を
解除する構成とされている。また、制御部４００は、保持動作を解除した二つの第１シー
ト保持部材２２２ｂ，２２２ｂをシート移動用アクチュエータ２２２ｈにて長手方向Ｗの
他方側Ｗ２におけるシート収容部２２１側に戻す構成とされている。
【０１６３】
　本実施の形態では、二つの第１シート保持部材２２２ｂ，２２２ｂは、それぞれ、包装
シートＳの一方の面と他方の面とを両側から挟持する構成とされている。
【０１６４】
　シート挟持用アクチュエータ２２２ｄ，２２２ｄは、二つの第１シート保持部材２２２
ｂ，２２２ｂを上下方向Ｚに往復移動させる第１移動駆動部（２２２ｃ，２２２ｃ），（
２２２ｃ，２２２ｃ）を備えている。
【０１６５】
　シート移動用アクチュエータ２２２ｈは、二つの第１シート保持部材２２２ｂ，２２２
ｂを上下方向Ｚに往復移動させる第２移動駆動部（２２２ｅ，２２２ｅ），（２２２ｅ，
２２２ｅ）と、二つの第１シート保持部材２２２ｂ，２２２ｂを長手方向Ｗに移動自在に
摺動させるスライドレール２２２ｆ（図１７参照）と、スライドレール２２２ｆ上で二つ
の第１シート保持部材２２２ｂ，２２２ｂを長手方向Ｗに互いに独立して往復移動させる
第３移動駆動部２２２ｇ，２２２ｇ（図１７参照）とを備えている。なお、スライドレー
ル２２２ｆ及び第３移動駆動部２２２ｇ，２２２ｇは、設置面Ｍに設置された支柱（図示
省略）に支持されている。
【０１６６】
　包装シートＳの長手方向Ｗにおける長さは、予め定めた長さ（具体的には、中空糸束体
Ｂｄの長さよりも少し短めの長さ）、ここでは、一対のシート載置台２０１，２０２の長
手方向Ｗにおける長さｄ１（図１６参照）程度とされている。
【０１６７】
　本実施の形態に係る包装装置２００において、制御部４００は、他方のシート載置台２
０２上に配置された包装シートＳを第２シート配置装置２２３にて包装シートＳの包装用
溝部２１０を基準にした回転方向Ａ２における上流側Ｓ２の長さが下流側Ｓ１の長さより
も長くなるように配置する構成とされている（後述する図１８参照）。ここで、包装用溝
部２１０の幅方向Ｙの長さは、中空糸束体Ｂｄの幅方向Ｙの長さ程度とされている。包装
シートＳにおける下流側Ｓ１の幅方向Ｙの長さ（短い方の長さ）は、中空糸束体Ｂｄの幅
方向Ｙの長さ程度、すなわち、包装用溝部２１０の幅方向Ｙの長さ程度とされている。
【０１６８】
　第２シート配置装置２２３は、包装シートＳの幅方向Ｙにおける一方の端部を保持する
第２シート保持部材２２３ａ，２２３ａと、第２シート保持部材２２３ａ，２２３ａを往
復移動させる第２シート保持用アクチュエータ２２３ｂ，２２３ｂ（図１７参照）とを備
えている。
【０１６９】
　本実施の形態では、第２シート保持部材２２３ａ，２２３ａは、包装シートＳの上面を
エアーで吸着する複数のエアーチャック機構２２３ｃ，…を備えている。第２シート保持
用アクチュエータ２２３ｂ，２２３ｂは、第２シート保持部材２２３ａ，２２３ａを上下
方向Ｚに往復移動させる第１移動駆動部２２３ｄ，２２３ｄと、第１移動駆動部２２３ｄ
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，２２３ｄを幅方向Ｙに往復移動させる第２移動駆動部２２３ｅ（図１７参照）とを備え
ている。ここでは、第２移動駆動部２２３ｅは、第１移動駆動部２２３ｄを支持する第１
支持部材２２３ｆと、設置面Ｍに設置された支柱（図示省略）に支持された第２支持部材
２２３ｇとの間に設けられている。
【０１７０】
　（凹条形成装置）
　本実施の形態において、包装装置２００は、包装用溝部２１０上に配置された包装シー
トＳを包装用溝部２１０の内側に向けて凹条に凹ませる凹条形成装置２２４（後述する図
１８参照）をさらに備え、制御部４００にて凹条形成装置２２４がさらに作動制御される
ようになっている。
【０１７１】
　図１８は、包装装置２００における凹条形成装置２２４部分を長手方向Ｗから視た概略
側面図である。
【０１７２】
　凹条形成装置２２４は、長手方向Ｗに沿って延びた長尺の棒状部材２２４ａと、棒状部
材２２４ａを包装用溝部２１０の内側及び外側に往復移動させる凹条形成用アクチュエー
タ２２４ｂとをさらに備えている。
【０１７３】
　本実施の形態に係る包装装置２００において、制御部４００は、包装用溝部２１０に包
装シートＳを介して中空糸束体Ｂｄを載置するに先立ち、凹条形成用アクチュエータ２２
４ｂにて棒状部材２２４ａを上下方向Ｚの下方へ降下させることで、包装シートＳを包装
用溝部２１０の内側に向けて凹条に凹ませる構成とされている。
【０１７４】
　棒状部材２２４ａは、ここでは、包装用溝部２１０の幅よりも小さい径の円柱状の部材
とされている。
【０１７５】
　凹条形成用アクチュエータ２２４ｂは、棒状部材２２４ａを上下方向Ｚに往復移動させ
る移動駆動部２２４ｃを備えている。移動駆動部２２４ｃは、第１支持部材２２３ｆ（図
１７参照）に支持されている。
【０１７６】
　なお、図１８における一方のシート載置台２０１上の部材は、被せ板２４１ａであり、
後述する被せ装置２４０の構成部材とされている。このことは、後述する図１９及び図２
０についても同様である。
【０１７７】
　（保持装置）
　本実施の形態では、包装装置２００は、包装用溝部２１０上に配置された包装シートＳ
の幅方向Ｙにおける少なくとも一方の端部を保持する保持装置２２５（後述する図１９及
び図２０参照）をさらに備えている。
【０１７８】
　図１９は、包装装置２００における保持装置２２５部分を長手方向Ｗから視た概略側面
図である。図２０は、包装装置２００における保持装置２２５部分を上下方向Ｚの上から
視た概略平面図である。
【０１７９】
　保持装置２２５は、包装シートＳの下流側Ｓ１の端部を保持する下流側保持装置２２６
と、包装シートＳの包装用溝部２１０を基準にした回転方向Ａ２における上流側の端部を
保持する上流側保持装置２２７とを備えている。
【０１８０】
　（下流側保持装置）
　本実施の形態に係る包装装置２００において、制御部４００は、棒状部材２２４ａにて
包装シートＳを包装用溝部２１０の内側に向けて凹ませるときに、一方のシート載置台２
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０１上に載置された包装シートＳの下流側Ｓ１の端部を下流側保持装置２２６にて保持す
る構成とされている。
【０１８１】
　具体的には、下流側保持装置２２６は、包装用溝部２１０の幅方向Ｙにおける一方の外
側近傍に設けられた複数の下流側保持部２２６ａ，…と、複数の下流側保持部２２６ａ，
…を作動させる下流側保持用アクチュエータ２２６ｂとを備えている。下流側保持用アク
チュエータ２２６ｂは、上下方向Ｚに移動自在とされて複数の下流側保持部２２６ａ，…
をそれぞれ支持する複数の支持アーム２２６ｃ，…と、複数の支持アーム２２６ｃ，…を
上下方向Ｚに往復移動させる移動駆動部２２６ｄとを備えている。
【０１８２】
　そして、包装装置２００において、制御部４００は、棒状部材２２４ａにて包装シート
Ｓを包装用溝部２１０の内側に向けて凹ませるにあたり、下流側保持用アクチュエータ２
２６ｂによって、複数の下流側保持部２２６ａ，…を上下方向Ｚの上方へ上昇させた状態
で、第２シート配置装置２２３（図１６及び図１７参照）にて包装シートＳの下流側Ｓ１
を一方のシート載置台２０１（具体的には被せ板２４１ａ）上に移動させ、さらに複数の
下流側保持部２２６ａ，…を下方へ降下させることで、一方のシート載置台２０１上に載
置された包装シートＳの下流側Ｓ１の端部の上面を一方のシート載置台２０１（具体的に
は被せ板２４１ａ）に向けて上方から押さえつけて保持する構成とされている（図１９参
照）。なお、図１９は、棒状部材２２４ａにて包装シートＳを包装用溝部２１０の内側に
向けて凹ませている途中の状態を示している。
【０１８３】
　（上流側保持装置）
　本実施の形態に係る包装装置２００において、制御部４００は、棒状部材２２４ａにて
包装シートＳを包装用溝部２１０の内側に向けて凹ませるときに、他方のシート載置台２
０２上に載置された包装シートＳの上流側Ｓ２の端部を上流側保持装置２２７にて保持す
る構成とされている。
【０１８４】
　具体的には、上流側保持装置２２７は、二つの第１シート保持部材２２２ｂ，２２２ｂ
（図１７及び図２０参照）にそれぞれ設けられた一対の上流側保持部２２７ａ，２２７ａ
を備えている。ここでは、二つの第１シート保持部材２２２ｂ，２２２ｂの幅方向Ｙの両
端部が一対の上流側保持部２２７ａ，２２７ａを兼ねている。
【０１８５】
　そして、包装装置２００において、制御部４００は、棒状部材２２４ａにて包装シート
Ｓを包装用溝部２１０の内側に向けて凹ませるにあたり、第３移動駆動部２２２ｇ，２２
２ｇ（図１７参照）にて二つの第１シート保持部材２２２ｂ，２２２ｂを長手方向Ｗの一
方側に移動させて長手方向Ｗに所定の間隔をあけて位置させ、第１移動駆動部（２２２ｅ
，２２２ｅ），（２２２ｅ，２２２ｅ）にて二つの第１シート保持部材２２２ｂ，２２２
ｂを上下方向Ｚの下方に降下させて一対の上流側保持部２２７ａ，２２７ａを、他方のシ
ート載置台２０２上に載置された包装シートＳの上流側Ｓ２の端部の上面に接触させて保
持する構成とされている。
【０１８６】
　なお、上流側保持部２２７ａ，２２７ａによる包装シートＳの上流側Ｓ２の端部への押
圧力は、下流側保持部２２６ａ，…による包装シートＳの下流側Ｓ１の端部への押圧力よ
りも小さくなっている。詳しくは、上流側保持部２２７ａ，２２７ａによる包装シートＳ
の上流側Ｓ２の端部への押圧力は、棒状部材２２４ａにて包装シートＳを包装用溝部２１
０の内周面に沿って凹ませるときに、包装シートＳの下流側Ｓ１の端部が下流側保持部２
２６ａ，…によって維持した状態で、上流側Ｓ２の端部が他方のシート載置台２０２と上
流側保持部２２７ａ，２２７ａとの間をすり抜ける程度の圧力とされている。
【０１８７】
　本実施の形態では、上流側保持装置２２７は、一対の上流側保持部２２７ａ，２２７ａ
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の幅方向Ｙの両端部に、幅方向Ｙに延び、かつ、他方のシート載置台２０２に対して上下
方向Ｚに予め定めた所定間隔をおいて離間するように設けられた押さえ部材２２７ｂ，２
２７ｂをさらに備えている。押さえ部材２２７ｂ，２２７ｂは、棒状部材２２４ａにて包
装シートＳを包装用溝部２１０の内側に向けて凹ませた後、糸束体載置装置２３０にて包
装用溝部２１０に包装シートＳを介して中空糸束体Ｂｄを載置するにあたり、他方のシー
ト載置台２０２と上流側保持部２２７ａ，２２７ａとの間をすり抜けた包装シートＳの上
流側Ｓ２が中空糸束体Ｂｄ上に被さることを防止する機能を有している。
【０１８８】
　［糸束体載置装置］
　糸束体載置装置２３０（図１６及び図１７参照）は、包装用溝部２１０を幅方向Ｙに跨
いで一対のシート載置台２０１，２０２上に配置された包装シートＳ上の包装用溝部２１
０部分に中空糸束体Ｂｄを載置する構成とされている。
【０１８９】
　詳しくは、糸束体載置装置２３０は、集束装置１００における搬送装置１７９（図１５
参照）にて搬送されてきた中空糸束体Ｂｄを保持する糸束体保持機構２３１，２３１と、
クレーン装置２３２とを備えている。
【０１９０】
　本実施の形態に係る包装装置２００において、制御部４００は、糸束体保持機構２３１
，２３１にて中空糸束体Ｂｄを保持し、中空糸束体Ｂｄを保持した糸束体保持機構２３１
，２３１をクレーン装置２３２にて上下方向Ｚの上方へ吊り上げて中空糸束体Ｂｄを幅方
向Ｙの一方側Ｙ１へ搬送し、糸束体保持機構２３１，２３１を停止させて中空糸束体Ｂｄ
を一方の包装用溝部２１０に対応する第１載置位置Ｋ１又は他方の包装用溝部２１０に対
応する第２載置位置Ｋ２（図１７参照）に位置させる構成とされている。また、制御部４
００は、クレーン装置２３２にて糸束体保持機構２３１，２３１を上下方向Ｚの下方へ降
下させて第１載置位置Ｋ１又は第２載置位置Ｋ２に位置する中空糸束体Ｂｄを包装用溝部
２１０に包装シートＳを介して載置する構成とされている。
【０１９１】
　糸束体保持機構２３１，２３１は、中空糸束体Ｂｄの長手方向Ｗにおける両端部を挟持
する一対の糸束体挟持部材２３１ａ，２３１ａと、一対の糸束体挟持部材２３１ａ，２３
１ａをそれぞれ上下方向Ｚに往復移動させる一対の糸束体挟持用アクチュエータ２３１ｂ
，２３１ｂとを備えている。
【０１９２】
　本実施の形態では、一対の糸束体挟持部材２３１ａ，２３１ａは、中空糸束体Ｂｄの上
側と下側とを両側から挟持する挟持部２３１ｃ，２３１ｄ（図１７参照）を備えている。
挟持部２３１ｃ，２３１ｄは、ここでは、一方（ここでは上側）の挟持部２３１ｃと他方
（ここでは下側）の挟持部２３１ｄとが互いに上下方向Ｚに移動自在とされている。一対
の糸束体挟持用アクチュエータ２３１ｂ，２３１ｂは、それぞれ、一対の糸束体挟持部材
２３１ａ，２３１ａにおける一方（ここでは上側）の挟持部２３１ｃを上下方向Ｚに往復
移動させる第１移動駆動部２３１ｅと、一対の糸束体挟持部材２３１ａ，２３１ａにおけ
る他方（ここでは下側）の挟持部２３１ｄを上下方向Ｚに往復移動させる第２移動駆動部
２３１ｆとを備えている。
【０１９３】
　一対の糸束体挟持部材２３１ａ，２３１ａは、一対の糸束体挟持用アクチュエータ２３
１ｂ，２３１ｂが挟持方向へ作動することによって、一方の挟持部材に対して他方の挟持
部材が上下方向Ｚに相対的に近づく方向へ移動する一方、一対の糸束体挟持用アクチュエ
ータ２３１ｂ，２３１ｂが挟持解除方向へ作動することによって、一方の挟持部材に対し
て他方の挟持部材が上下方向Ｚに相対的に離間する方向に移動する構成とされている。
【０１９４】
　クレーン装置２３２は、一対の糸束体挟持部材２３１ａ，２３１ａを上下方向Ｚに往復
移動させる一対の上下方向移動機構２３３，２３３と、一対の上下方向移動機構２３３を
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長手方向Ｗに往復移動させる一対の長手方向移動機構２３４，２３４と、一対の長手方向
移動機構２３４，２３４を幅方向Ｙに往復移動させる一対の幅方向移動機構２３５，２３
５とを備えている。
【０１９５】
　一対の上下方向移動機構２３３，２３３は、一対の糸束体挟持部材２３１ａ，２３１ａ
をそれぞれ上下方向Ｚの往復移動させるスライド駆動部２３３ｂ，２３３ｂを含む一対の
上下方向移動用アクチュエータ２３３ａ，２３３ａを備えている。一対の長手方向移動機
構２３４，２３４は、一対の上下方向移動機構２３３，２３３をそれぞれ長手方向Ｗの往
復移動させるスライド駆動部２３４ｂ，２３４ｂを含む一対の長手方向移動用アクチュエ
ータ２３４ａ，２３４ａを備えている。一対の幅方向移動機構２３５，２３５は、一対の
長手方向移動機構２３４，２３４をそれぞれ幅方向Ｙの往復移動させるスライド駆動部２
３５ｂ，２３５ｂを含む一対の幅方向移動用アクチュエータ２３５ａ，２３５ａを備えて
いる。
【０１９６】
　スライド駆動部（２３３ｂ，２３３ｂ），（２３４ｂ，２３４ｂ），（２３５ｂ，２３
５ｂ）としては、リニアモータや、モーターの回転運動を直線往復運動に変換する直駆動
アクチュエータ等を用いることができる。
【０１９７】
　［被せ装置］
　図２１は、包装装置２００においてシート配置装置２２０にて包装用溝部２１０上に配
置されて糸束体載置装置２３０にて中空糸束体Ｂｄが載置された包装シートＳの幅方向Ｙ
の両側を中空糸束体Ｂｄ上に被せる被せ装置２４０を長手方向Ｗから視た概略側面図であ
る。図２１（ａ）は、包装シートＳを中空糸束体Ｂｄ上に被せる前の状態を示しており、
図２１（ｂ）は、包装シートＳの一方のシート載置台２０１上に配置された幅方向Ｙにお
ける一方側を中空糸束体Ｂｄ上に被せた状態を示しており、図２１（ｃ）は、包装シート
Ｓの幅方向Ｙにおける一方側を中空糸束体Ｂｄ上に被せた状態において包装シートＳの他
方のシート載置台２０２上に配置された幅方向Ｙにおける他方側を中空糸束体Ｂｄ上に被
せた状態を示している。なお、図１６及び図１７において示している２台の被せ装置２４
０，２４０のうち、図２１では一方の被せ装置２４０のみを示している。
【０１９８】
　本実施の形態に係る包装装置２００において、制御部４００は、包装シートＳの一方の
シート載置台２０１に配置された幅方向Ｙにおける一方側（具体的には包装用溝部２１０
を基準にした回転方向Ａ２の下流側Ｓ１）を被せ装置２４０にて中空糸束体Ｂｄ上に被せ
た後、他方のシート載置台２０２に配置された幅方向Ｙにおける他方側（具体的には包装
用溝部２１０を基準にした回転方向Ａ２の上流側Ｓ２）を被せ装置２４０にて中空糸束体
Ｂｄ上に被せる構成とさている。
【０１９９】
　詳しくは、被せ装置２４０は、包装シートＳの下流側Ｓ１を中空糸束体Ｂｄ上に被せる
第１被せ部２４１と、第１被せ部２４１にて被せられた包装シートＳの下流側Ｓ１上に包
装シートＳの上流側Ｓ２を被せる第２被せ部２４２と備えている。
【０２００】
　本実施の形態に係る包装装置２００において、制御部４００は、包装シートＳの下流側
Ｓ１が一方のシート載置台２０１に配置され、包装シートＳの上流側Ｓ２が他方のシート
載置台２０２に配置されて、包装用溝部２１０内における包装シートＳ上に中空糸束体Ｂ
ｄが載置された状態において（図２１（ａ）参照）、第１被せ部２４１にて包装シートＳ
における短い方の下流側Ｓ１を中空糸束体Ｂｄ上に被せた後（図２１（ｂ）参照）、第２
被せ部２４２にて長い方の上流側Ｓ２を短い方の下流側Ｓ１上に被せる（図２１（ｃ）参
照）構成とされている。
【０２０１】
　第１被せ部２４１は、一方のシート載置台２０１上に幅方向Ｙにスライド自在に配設さ
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れた被せ板２４１ａと、被せ板２４１ａを幅方向Ｙに往復移動させる移動駆動部２４１ｂ
とを備えている。
【０２０２】
　第２被せ部２４２は、他方のシート載置台２０２上を幅方向Ｙに移動しながら従動回転
する複数の被せローラ２４２ａ，…と、複数の被せローラ２４２ａ，…を往復移動させる
被せローラ用アクチュエータ２４２ｂ（図１７参照）とを備えている。
【０２０３】
　被せローラ用アクチュエータ２４２ｂは、複数の被せローラ２４２ａ，…を上下方向Ｚ
に往復移動させる第１移動駆動部２４２ｃと、第１移動駆動部２４２ｃを幅方向Ｙに往復
移動させる第２移動駆動部２４２ｄ（図１７参照）とを備えている。
【０２０４】
　なお、図１７に示すように、第１移動駆動部２４２ｃは、第１支持部材２２３ｆに支持
されている。そして、第２移動駆動部２４２ｄと、前述したシート配置装置２２０におけ
る第２移動駆動部２２３ｅとは、一方が他方を兼ねる共通の駆動部とされている。
【０２０５】
　［回転装置］
　（第１回転機構）
　回転装置２５０は、包装シートＳを間にして中空糸束体Ｂｄを回転方向Ａ２に回転させ
る第１回転機構２５１（後述する図２２参照）を備えている。
【０２０６】
　図２２は、包装装置２００において被せ装置２４０にて包装シートＳの幅方向Ｙの両側
を被せた状態で中空糸束体Ｂｄを回転させる回転装置２５０における第１回転機構２５１
部分を長手方向Ｗから視た概略側面図である。なお、図２２において、中間台２０３は、
図示を省略している。また、図１６及び図１７において示している２台の回転装置２５０
，２５０のうち、図２２では一方の回転装置２５０の第１回転機構２５１のみを示してい
る。
【０２０７】
　第１回転機構２５１は、回転中心が中空糸束体Ｂｄの回転中心を中心とする仮想円弧上
に並ぶように配設された１つ又は複数（ここでは二つ）の回転ローラ２５１ａ，２５１ｂ
と、回転ローラ２５１ａ，２５１ｂをそれぞれ回転方向Ａ２とは逆回転方向Ａ３に回転駆
動する第１回転駆動部２５１ｃとを備えている。
【０２０８】
　本実施の形態に係る包装装置２００において、制御部４００は、中空糸束体Ｂｄの周囲
に包装シートＳを巻き付けるにあたり、包装シートＳの下流側Ｓ１及び上流側Ｓ２が被せ
られた中空糸束体Ｂｄが載せられた回転ローラ２５１ａ，２５１ｂを第１回転駆動部２５
１ｃにて同一の逆回転方向Ａ３に同一の周速度で回転させることで、包装シートＳの下流
側Ｓ１及び上流側Ｓ２が被せられた中空糸束体Ｂｄを回転方向Ａ２に回転させる構成とさ
れている。ここで、回転ローラ２５１ａ，２５１ｂは、第１回転駆動部２５１ｃにより、
回転開始から除々に速くなる周速度とされ、最終的に予め定めた周速度（具体的には６０
０ｍｍ／Ｓ）とされる。
【０２０９】
　詳しくは、二つの回転ローラ２５１ａ，２５１ｂは、包装用溝部２１０の底部において
近接して設けられている。具体的には、二つ回転ローラ２５１ａ，２５１ｂは、幅方向Ｙ
において予め定められた間隔をおいて互いに対向して中間台２０３上に配設されており、
回転駆動部２５１ｃによってそれぞれ逆回転方向Ａ３に同一の周速度で回転駆動されるよ
うになっている。二つ回転ローラ２５１ａ，２５１ｂの表面には、包装シートＳとの摩擦
抵抗を大きくするという観点から、ウレタンゴム等の合成ゴム系の材質からなる膜が被覆
されている。ここでは、二つ回転ローラ２５１ａ，２５１ｂの表面にはウレタンゴムが焼
き付けられている。
【０２１０】
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　第１回転駆動部２５１ｃは、駆動モーター２５１ｄと、二つ回転ローラ２５１ａ，２５
１ｂを同方向に回転させる回転機構２５１ｅと、駆動モーター２５１ｄからの回転駆動を
回転機構２５１ｅへ伝達する駆動伝達機構２５１ｆとを備えている。具体的には、回転機
構２５１ｅは、一方の回転ローラ２５１ａの回転軸に設けられた第１ギア２５１ｇと、他
方の回転ローラ２５１ｂの回転軸に設けられた第２ギア２５１ｈとを備えている。駆動伝
達機構２５１ｆは、第１及び第２ギア２５１ｇ，２５１ｈと歯合する第３ギア２５１ｉと
、第３ギア２５１ｉの回転軸に設けられた第４ギア２５１ｊと、駆動モーター２５１ｄの
回転軸に設けられた第５ギア２５１ｋと、第４ギア２５１ｊと第５ギア２５１ｋとに巻き
掛けられたギアベルト２５１ｌとを備えている。なお、二つの回転ローラ２５１ａ，２５
１ｂは互いに同じ形状とされており、第１及び第２ギア２５１ｇ，２５１ｈは互いに同じ
形状とされている。
【０２１１】
　そして、第１回転駆動部２５１ｃは、駆動モーター２５１ｄの回転軸が回転方向Ａ２に
回転されることで、第５ギア２５１ｋ、ギアベルト２５１ｌ及び第４ギア２５１ｊを介し
て第３ギア２５１ｉが回転方向Ａ２に回転され、これにより、第１及び第２ギア２５１ｇ
，２５１ｈの双方が逆回転方向Ａ３に回転されることで、二つの回転ローラ２５１ａ，２
５１ｂの双方が逆回転方向Ａ３に回転される。
【０２１２】
　なお、本実施の形態では、駆動伝達機構２５１ｆは、駆動モーター２５１ｄからの回転
駆動を、第５ギア２５１ｋ、ギアベルト２５１ｌ、第４ギア２５１ｊ及び第３ギア２５１
ｉを介して二つ回転ローラ２５１ａ，２５１ｂに伝達するようになっているが、第３ギア
２５１ｉ及び第４ギア２５１ｊを除去し、ギアベルト２５１ｌを二つ回転ローラ２５１ａ
，２５１ｂの第１及び第２ギア２５１ｇ，２５１ｈに直接巻き掛けることで、駆動モータ
ー２５１ｄからの回転駆動を、第５ギア２５１ｋ及びギアベルト２５１ｌを介して二つ回
転ローラ２５１ａ，２５１ｂに伝達するようになっていてもよい。
【０２１３】
　（第２回転機構）
　本実施の形態では、回転装置２５０は、中空糸束体Ｂｄの長手方向Ｗの両端部を保持し
て該両端部で中空糸束体Ｂｄを回転方向Ａ２に回転させる第２回転機構２５２，２５２（
後述する図２３参照）をさらに備えている。
【０２１４】
　図２３は、包装装置２００において被せ装置２４０にて包装シートＳの幅方向Ｙの両側
を被せた状態で中空糸束体Ｂｄを回転させる回転装置２５０における第２回転機構２５２
，２５２部分を上下方向Ｚの上から視た概略平面図である。なお、図１６及び図１７にお
いて示している２台の回転装置２５０，２５０のうち、図２３では一方の回転装置２５０
の第２回転機構２５２，２５２のみを示している。
【０２１５】
　第２回転機構２５２，２５２は、中空糸束体Ｂｄの長手方向Ｗの両端部をそれぞれ挟持
する一対の回転用挟持部材２５２ａ，２５２ａと、一対の回転用挟持部材２５２ａ，２５
２ａをそれぞれ回転方向Ａ２に回転駆動する一対の第２回転駆動部２５２ｂ，２５２ｂと
、一対の回転用挟持部材２５２ａ，２５２ａをそれぞれ幅方向Ｙに往復移動させる一対の
回転用挟持アクチュエータ２５２ｇ，２５２ｇと、一対の回転用挟持部材２５２ａ，２５
２ａをそれぞれ長手方向Ｗに往復移動させる一対の回転用移動アクチュエータ２５２ｉ，
２５２ｉとを備えている。
【０２１６】
　一対の回転用挟持部材２５２ａ，２５２ａは、一対の回転用挟持アクチュエータ２５２
ｇ，２５２ｇが挟持方向へ作動することによって、一方の挟持部材に対して他方の挟持部
材が幅方向Ｙに相対的に近づく方向へ移動する一方、一対の回転用挟持アクチュエータ２
５２ｇ，２５２ｇが挟持解除方向へ作動することによって、一方の挟持部材に対して他方
の挟持部材が幅方向Ｙに相対的に離間する方向に移動する構成とされている。
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【０２１７】
　本実施の形態に係る包装装置２００において、制御部４００は、中空糸束体Ｂｄの周囲
に包装シートＳを巻き付けるにあたり、一対の回転用移動アクチュエータ２５２ｉ，２５
２ｉによって、それぞれ、一対の回転用挟持部材２５２ａ，２５２ａを長手方向Ｗの内側
へ移動させ、一対の回転用挟持アクチュエータ２５２ｇ，２５２ｇによって、それぞれ、
一対の回転用挟持部材２５２ａ，２５２ａを中空糸束体Ｂｄの径方向Ｖの近接させる方向
へ移動させて一対の回転用挟持部材２５２ａ，２５２ａにて中空糸束体Ｂｄの長手方向Ｗ
の両端部を挟持した後、一対の第２回転駆動部２５２ｂ，２５２ｂにて一対の回転用挟持
部材２５２ａ，２５２ａを回転方向Ａ２に回転させる構成とされている。ここで、一対の
回転用挟持部材２５２ａ，２５２ａは、第２回転駆動部２５１ｃにより、回転開始から除
々に速くなる回転速度とされ、最終的に包装シートＳが巻き付けられた包装シート付き中
空糸束体Ｂｅの周速度が予め定めた周速度（具体的には６００ｍｍ／Ｓ）となる回転速度
とされる。
【０２１８】
　本実施の形態では、一対の回転用挟持部材２５２ａ，２５２ａは、中空糸束体Ｂｄの幅
方向Ｙの一方側と他方側とを両側から挟持する挟持機構２５２ｃ，２５２ｅを備えている
。挟持機構２５２ｃ，２５２ｅは、ここでは、一方（ここでは幅方向Ｙの一方側）の挟持
機構２５２ｃと他方（ここでは幅方向Ｙの他方側）の挟持機構２５２ｅとが互いに幅方向
Ｙに移動自在とされている。
【０２１９】
　一対の回転用挟持アクチュエータ２５２ｇ，２５２ｇは、それぞれ、一対の回転用挟持
部材２５２ａ，２５２ａにおける一方（ここでは幅方向Ｙの一方側）の挟持機構２５２ｃ
を幅方向Ｙに往復移動させる第１移動駆動部２５２ｄと、一対の回転用挟持部材２５２ａ
，２５２ａにおける一方（ここでは幅方向Ｙの他方側）の挟持機構２５２ｅを幅方向Ｙに
往復移動させる第２移動駆動部２５２ｆとを備えている。
【０２２０】
　一対の回転用移動アクチュエータ２５２ｉ，２５２ｉは、それぞれ、一対の第２回転駆
動部２５２ｂ，２５２ｂを長手方向Ｗに往復移動させる一対の第３移動駆動部２５２ｈ，
２５２ｈを備えている。
【０２２１】
　［引っ張り装置］
　本実施の形態に係る包装装置２００は、包装シートＳを周囲に覆った状態で回転方向Ａ
２に回転される中空糸束体Ｂｄを長手方向Ｗの両端部で両外側へ引っ張る引っ張り装置２
８０をさらに備え、制御部４００にて引っ張り装置２８０がさらに作動制御されるように
なっている。
【０２２２】
　本実施の形態に係る包装装置２００において、制御部４００は、中空糸束体Ｂｄを引っ
張り装置２８０によって長手方向Ｗの両端部で両外側へ引っ張りつつ包装シートＳと共に
第２回転機構２５２，２５２における一対の第２回転駆動部２５２ｂ，２５２ｂにて回転
方向Ａ２に回転させながら、中空糸束体Ｂｄの周囲に包装シートＳを巻き付ける構成とさ
れている。
【０２２３】
　引っ張り装置２８０は、一対の回転用挟持部材２５２ａ，２５２ａをそれぞれ長手方向
Ｗの両外側に移動させる一対の移動駆動部２８１，２８１を備えている。
【０２２４】
　なお、本実施の形態では、一対の移動駆動部２８１，２８１と前記した一対の第３移動
駆動部２５２ｈ，２５２ｈとは互いに一方が他方を兼ねる共通の移動駆動部とされている
。
【０２２５】
　［第１絞り装置］
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　本実施の形態に係る包装装置２００は、中空糸束体Ｂｄと共に回転方向Ａ２に回転され
る包装シートＳの周方向の複数箇所（ここでは２箇所）で中空糸束体Ｂｄを径方向の内側
へ次第に絞っていく第１絞り装置２７１（後述する図２４参照）をさらに備え、制御部４
００にて第１絞り装置２７１がさらに作動制御されるようになっている。
【０２２６】
　図２４は、包装装置２００における第１絞り装置２７１部分を長手方向Ｗから視た概略
側面図である。
【０２２７】
　第１絞り装置２７１は、中空糸束体Ｂｄが載置された包装シートＳの周方向の複数箇所
（ここでは幅方向Ｙの両側の２箇所）に配設されて該周方向の複数箇所で包装シートＳが
周囲に巻かれた中空糸束体Ｂｄを絞る第１絞り部材２７１ａ，２７１ａと、第１絞り部材
２７１ａ，２７１ａを包装シートＳの径方向Ｖ（ここでは幅方向Ｙ）に往復移動させる移
動駆動部２７１ｃ，２７１ｃを含む第１絞り用アクチュエータ２７１ｂ，２７１ｂとを備
えている。そして、第１絞り部材２７１ａ，２７１ａの包装シートＳと接触する側の面が
包装用溝部２１０の側面を構成している。
【０２２８】
　本実施の形態に係る包装装置２００において、制御部４００は、回転装置２５０にて中
空糸束体Ｂｄを包装シートＳと共に回転方向Ａ２に回転させつつ、包装シートＳの外周面
の周方向における複数箇所で、移動駆動部２７１ｃ，２７１ｃにて第１絞り部材２７１ａ
，２７１ａを径方向Ｖの内側に向けて次第に移動させることで、包装シートＳが周囲に巻
かれた中空糸束体Ｂｄを径方向の内側に次第に絞っていく（すなわち包装シートＳの径を
次第に小さくしていく）構成とされている。
【０２２９】
　［第２絞り装置］
　本実施の形態に係る包装装置２００は、包装シートＳの周方向の一箇所で包装シートＳ
を間欠的にかつ次第に絞っていく第２絞り装置２７２（後述する図２５参照）をさらに備
え、制御部４００にて第２絞り装置２７２がさらに作動制御されるようになっている。
【０２３０】
　図２５は、包装装置２００における第２絞り装置２７２部分を長手方向Ｗから視た概略
側面図である。
【０２３１】
　第２絞り装置２７２は、中空糸束体Ｂｄの周囲に覆われた包装シートＳの周方向の一箇
所に配置されて該周方向の一箇所（ここでは上下方向Ｚの上側）で包装シートＳが周囲に
巻かれた中空糸束体Ｂｄを絞る第２絞り部材２７２ａと、第２絞り部材２７２ａを包装シ
ートＳの径方向Ｖ（ここでは上下方向Ｚ）に往復移動させ、かつ、径方向Ｖに振動（例え
ば１秒間に４往復程度）させる移動駆動部２７２ｃを含む第２絞り用アクチュエータ２７
２ｂとを備えている。
【０２３２】
　本実施の形態に係る包装装置２００において、制御部４００は、回転装置２５０にて中
空糸束体Ｂｄを包装シートＳと共に回転方向Ａ２に回転させつつ、包装シートＳの周囲の
一箇所で、第２絞り部材２７２ａを移動駆動部２７２ｃにて径方向Ｖに振動させながら径
方向Ｖの内側に向けて移動させることで、包装シートＳが周囲に巻かれた中空糸束体Ｂｄ
を径方向の内側に間欠的にかつ次第に絞っていく（すなわち包装シートＳの径を次第に小
さくしていく）構成とされている。
【０２３３】
　なお、本実施の形態では、第２絞り部材２７２ａと前記した棒状部材２２４ａとは互い
に一方が他方を兼ねる共通の部材とされており、移動駆動部２７２ｃと前記した移動駆動
部２２４ｃとは互いに一方が他方を兼ねる共通の移動駆動部とされている。すなわち、共
通の移動駆動部が凹条形成装置２２４における移動駆動部２２４ｃとして作用するときは
、棒状部材２２４ａを上下方向Ｚの下方へ降下させる一方、共通の移動駆動部が第２絞り
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装置２７２における移動駆動部２７２ｃとして作用するときは、第２絞り部材２７２ａを
径方向Ｖに振動させながら径方向Ｖの内側に向けて移動させる。
【０２３４】
　また、本実施の形態では、第２絞り部材２７２ａを径方向Ｖに振動させながら径方向Ｖ
の内側に向けて移動させるが、それに限定されるものではない。例えば、第２絞り部材２
７２ａを軸線回りに回転自在とされた絞りローラ２７２ａとし、第２絞り装置２７２が絞
りローラ２７２ａを逆回転方向Ａ３（図２５の破線参照）に回転駆動する回転駆動部（図
示省略）をさらに備え、該回転駆動部にて絞りローラ２７２ａを逆回転方向Ａ３に回転駆
動させながら移動駆動部２７２ｃにて径方向Ｖに振動させることなく第２絞り部材２７２
ａを径方向Ｖの内側に向けて移動させる（上下方向Ｚの下方へ降下させる）ようにしても
よい。この場合、絞りローラ２７２ａは、該回転駆動部により、回転開始から除々に速く
なる周速度とされ、最終的に予め定めた周速度（具体的には６００ｍｍ／Ｓ）とされる。
【０２３５】
　［溶着装置］
　溶着装置２９０は、包装シート付き中空糸束体Ｂｅにおける包装シートＳの外周面の周
方向における複数箇所（ここでは４箇所）を溶着させる構成とされている。
【０２３６】
　図２６は、包装装置２００における溶着装置２９０部分を長手方向Ｗから視た概略側面
図である。
【０２３７】
　本実施の形態に係る包装装置２００において、制御部４００は、回転装置２５０にて包
装シート付き中空糸束体Ｂｅを回転させながら、溶着装置２９０にて包装シート付き中空
糸束体Ｂｅにおける包装シートＳに対して間欠的に加熱しつつ加圧して熱溶着させる構成
とされている。
【０２３８】
　溶着装置２９０は、長手方向Ｗに延びた加熱部２９１と、加熱部２９１を包装シート付
き中空糸束体Ｂｅにおける包装シートＳに対して押圧する押圧部２９２と、押圧部２９２
を径方向Ｖ（ここでは上下方向Ｚ）に往復移動させる移動駆動部２９３ａを含む溶着用ア
クチュエータ２９３とを備えている。そして、加熱部２９１は、包装シート付き中空糸束
体Ｂｅにおける包装シートＳの周方向の一部を長手方向Ｗに全体的に加熱するか又は長手
方向Ｗに部分的に複数箇所加熱する構成とされている。なお、加熱部２９１にて包装シー
ト付き中空糸束体Ｂｅにおける包装シートＳの周方向の一部を長手方向Ｗに部分的に複数
箇所加熱する形態として、最終的に得られる個々の中空糸束Ｂｇ（包装シート溶着済み中
空糸束体Ｂｆから後述する切断装置３００にて複数個に分断された個々の中空糸束Ｂｇ）
において溶着される長手方向Ｗの箇所が少なくとも１箇所含まれるように、長手方向Ｗの
複数箇所を（好ましくは均等に）溶着する形態を例示できる。
【０２３９】
　具体的には、制御部４００は、包装シート付き中空糸束体Ｂｅを回転装置２５０にて予
め定めた所定回転角度（〔３６０°〕／〔溶着箇所数〕、ここでは回転方向Ａ２に９０°
）毎に間欠的に回転させ、中空糸束体Ｂｅの回転毎に押圧部２９２にて溶着部２９１を中
空糸束体Ｂｅに押圧させることによって、包装シートＳの外周面の周方向における複数箇
所（ここでは４箇所）を順次溶着させる構成とされている。
【０２４０】
　なお、溶着装置２９０の包装シートＳを溶着させる手法としては、包装シートＳの溶着
面を加熱しつつ加圧することで熱溶着させる手法の他、包装シートＳの溶着面に超音波を
照射することで超音波溶着させる手法などを挙げることができる。
【０２４１】
　また、本実施の形態では、溶着装置２９０を包装シート付き中空糸束体Ｂｅよりも上方
に位置させ、加熱部２９１を上方から下降させて包装シートＳを溶着させる構成としたが
、溶着装置２９０を包装シート付き中空糸束体Ｂｅよりも下方に位置させ、加熱部２９１
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を下方から上昇させて包装シートＳを溶着させる構成としてもよい。
【０２４２】
　［搬送装置］
　搬送装置２６０は、溶着装置２９０にて包装シートＳが溶着された包装シート溶着済み
中空糸束体Ｂｆを切断装置３００（後述する図２８参照）へ搬送する構成とされている。
【０２４３】
　図２７は、包装装置２００における搬送装置２６０部分を長手方向Ｗから視た概略側面
図である。図２７（ａ）は、中間台２０３が上部位置にある二つの回転ローラ２５１ａ，
２５１ｂ上に包装シート溶着済み中空糸束体Ｂｆが配置されている状態を示している。図
２７（ｂ）は、中間台２０３が下部位置にある二つの回転ローラ２５１ａ，２５１ｂ上に
包装シート溶着済み中空糸束体Ｂｆが配置されている状態を示している。図２７（ｃ）は
、包装シート溶着済み中空糸束体Ｂｆが二つの回転ローラ２５１ａ，２５１ｂ上から取り
出されて搬送装置２６０上に位置している状態を示している。なお、図１６及び図１７に
おいて示している２台の搬送装置２６０，２６０のうち、図２７では一方の搬送装置２６
０のみを示している。
【０２４４】
　本実施の形態に係る包装装置２００において、制御部４００は、二つの回転ローラ２５
１ａ，２５１ｂ上に配置された包装シート溶着済み中空糸束体Ｂｆを搬送装置２６０にて
二つの回転ローラ２５１ａ，２５１ｂから取り出して長手方向Ｗの他方側の切断装置３０
０へ搬送する構成とされている。
【０２４５】
　詳しくは、搬送装置２６０は、中間台２０３に対して幅方向Ｙの一方側に隣設されたベ
ルトコンベア装置２６１と、下部位置に位置する中間台２０３上における二つの回転ロー
ラ２５１ａ，２５１ｂ上に載置された包装シート溶着済み中空糸束体Ｂｆをベルトコンベ
ア装置２６１へ向けて押し出す押し出し装置２６２と、下部位置に位置する中間台２０３
上における二つの回転ローラ２５１ａ，２５１ｂ上に載置された包装シート溶着済み中空
糸束体Ｂｆをベルトコンベア装置２６１へ案内するガイド部材２６３とを備えている。
【０２４６】
　具体的には、制御部４００は、包装シート溶着済み中空糸束体Ｂｆを切断装置３００へ
搬送するにあたり（図２７（ａ）参照）、中間台移動機構２０４にて中間台２０３を下部
位置に位置させ（図２７（ｂ）参照）、押し出し装置２６２にて二つの回転ローラ２５１
ａ，２５１ｂ上における包装シート溶着済み中空糸束体Ｂｆをベルトコンベア装置２６１
上へ押し出してベルトコンベア装置２６１上に移行させ（図２７（ｃ）参照）、ベルトコ
ンベア装置２６１にて長手方向Ｗの他方側の切断装置３００に向けて搬送する構成とされ
ている。
【０２４７】
　押し出し装置２６２は、二つの回転ローラ２５１ａ，２５１ｂ上における包装シート溶
着済み中空糸束体Ｂｆを幅方向Ｙのベルトコンベア装置２６１側に移動させる移動駆動部
２６２ａを備えている。
【０２４８】
　ガイド部材２６３は、中間台２０３が下部位置に位置するときに、先端側が中間台２０
３からベルトコンベア装置２６１の幅方向Ｙの中間台２０３側端部に臨むように、中間台
２０３の幅方向Ｙのベルトコンベア装置２６１側端部に一体的に設けられている。
【０２４９】
　［包装装置の包装動作について］
　以上説明した包装装置２００では、中空糸束体Ｂｄの周囲に包装シートＳを巻き付ける
にあたり、次の動作を行う。すなわち、
　［１］シート配置工程
　先ず、中間台移動機構２０４における中間台用アクチュエータ２０４ａにて中間台２０
３を上部位置に位置させ（図１７参照）、第１シート配置装置２２２における一方の第１
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シート保持部材２２２ｂにて包装シートＳの長手方向Ｗにおける一方の端部を挟持し、シ
ート移動用アクチュエータ２２２ｈにおける第３移動駆動部２２２ｇ，２２２ｇにて一方
の第１シート保持部材２２２ｂを長手方向Ｗの一方側Ｗ１へ移動させ、さらに第２移動駆
動部（２２２ｅ，２２２ｅ），（２２２ｅ，２２２ｅ）にて上下方向Ｚの下方における他
方のシート載置台２０２上へ降下させる。そして、第３移動駆動部２２２ｇ，２２２ｇに
て一方の第１シート保持部材２２２ｂを、包装シートＳの長手方向Ｗの長さが予め定めた
長さになる位置に一旦停止させる。
【０２５０】
　次に、第１シート配置装置２２２における他方の第１シート保持部材２２２ｂにて包装
シートＳの長手方向Ｗにおける他方の端部を挟持し、シート切断機構２２２ａにて包装シ
ートＳの長手方向Ｗの上流側を幅方向Ｙに切断し、第３移動駆動部２２２ｇ，２２２ｇに
て一方及び他方の第１シート保持部材２２２ｂ，２２２ｂの双方を長手方向Ｗの一方側Ｗ
１へ移動させ、さらに第２移動駆動部２２２ｅにて他方の第１シート保持部材２２２ｂを
上下方向Ｚの下方における他方のシート載置台２０２上へ降下させる。
【０２５１】
　次に、第３移動駆動部２２２ｇ，２２２ｇにて一方及び他方の第１シート保持部材２２
２ｂ，２２２ｂの双方を、包装シートＳの全体が他方のシート載置台２０２，２０２に載
置される位置に停止させた後、シート挟持用アクチュエータ２２２ｄ，２２２ｄにて一方
及び他方の第１シート保持部材２２２ｂ，２２２ｂの双方の包装シートＳへの挟持動作を
解除し、第３移動駆動部２２２ｇ，２２２ｇにて一方及び他方の第１シート保持部材２２
２ｂ，２２２ｂの双方を長手方向Ｗの両外側へ退避させる。
【０２５２】
　次に、第２シート配置装置２２３における第２シート保持用アクチュエータ２２３ｂ，
２２３ｂの第２移動駆動部２２３ｅにて第２シート保持部材２２３ａ，２２３ａを幅方向
Ｙの一方側Ｙ１へ移動させて包装シートＳの幅方向Ｙにおける一方の端部の上方で停止さ
せ、さらに第１移動駆動部２２３ｄ，２２３ｄにて上下方向Ｚの下方へ降下させて他方の
シート載置台２０２における包装シートＳの一方の端部上で停止させる。そして、第２シ
ート保持部材２２３ａ，２２３ａにおける複数のエアーチャック機構２２３ｃ，…にて包
装シートＳの幅方向Ｙにおける一方の端部を吸着する。
【０２５３】
　次に、第１移動駆動部２２３ｄ，２２３ｄにて第２シート保持部材２２３ａ，２２３ａ
を上下方向Ｚの上方へ上昇させ、さらに第２移動駆動部２２３ｅにて幅方向Ｙの他方側（
図１６及び図１７のＹ２方向）へ包装用溝部２１０を経て一方のシート載置台２０１上に
移動させ、包装シートＳの包装用溝部２１０を基準にした回転方向Ａ２における下流側Ｓ
１を一方のシート載置台２０１上に、上流側Ｓ２を他方のシート載置台２０２上に載置す
る（図１８参照）。このとき、包装シートＳの上流側Ｓ２の長さが下流側Ｓ１の長さより
も長くなるように包装シートＳを配置する。
【０２５４】
　次に、下流側保持装置２２６における下流側保持用アクチュエータ２２６ｂの移動駆動
部２２６ｄにて複数の下流側保持部２２６ａ，…を下方に移動させて包装シートＳの下流
側Ｓ１の上面を上から押しつけ、シート移動用アクチュエータ２２２ｈにおける第１移動
駆動部（２２２ｅ，２２２ｅ），（２２２ｅ，２２２ｅ）にて一対の上流側保持部２２７
ａ，２２７ａを下方に移動させて包装シートＳの上流側Ｓ２の上面を上から接触させる（
図１９及び図２０参照）。
【０２５５】
　次に、第２シート保持用アクチュエータ２２３ｂ，２２３ｂにおける第１移動駆動部２
２３ｄ，２２３ｄにて棒状部材２２４ａ（ここでは第２絞り部材２７２ａと共通部材）を
幅方向Ｙの一方側Ｙ１へ移動させて包装用溝部２１０の上方へ停止させ、さらに凹条形成
用アクチュエータ２２４ｂにて棒状部材２２４ａを上下方向Ｚの下方の包装用溝部２１０
内へ降下させ、棒状部材２２４ａを包装用溝部２１０内に進入させつつ包装シートＳの上
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流側Ｓ２を包装用溝部２１０内に進入させて、包装シートＳを包装用溝部２１０の内周面
に沿って凹ませる（図１９参照）。
【０２５６】
　そして、凹条形成用アクチュエータ２２４ｂにて棒状部材２２４ａを上下方向Ｚの上方
へ上昇させ、第２シート保持用アクチュエータ２２３ｂ，２２３ｂにおける第１移動駆動
部２２３ｄ，２２３ｄにて棒状部材２２４ａを幅方向Ｙの他方側Ｙ２へ移動させる。
【０２５７】
　［２］糸束体載置工程
　次に、一対の長手方向移動用アクチュエータ２３４ａ，２３４ａにて一対の糸束体挟持
部材２３１ａ，２３１ａを、集束装置１００における搬送装置１７９にて搬送位置Ｑ６に
（図１７参照）搬送されてきた中空糸束体Ｂｄの長手方向Ｗの両端部に向けて長手方向Ｗ
の内側に移動させて一対の糸束体挟持用アクチュエータ２３１ｂ，２３１ｂにおける第１
及び第２移動駆動部２３１ｅ，２３１ｆにて上下方向Ｚの近接させる方向に移動させ、中
空糸束体Ｂｄの長手方向Ｗの両端部を保持し、中空糸束体Ｂｄの長手方向Ｗの両端部を保
持した糸束体保持機構２３１，２３１を一対の上下方向移動用アクチュエータ２３３ａ，
２３３ａにて上下方向Ｚの上方へ吊り上げて幅方向移動用アクチュエータ２３５ａ，２３
５ａにて幅方向Ｙの一方側Ｙ１へ搬送し、さらに、一対の上下方向移動用アクチュエータ
２３３ａ，２３３ａにて上下方向Ｚの下方へ降下させて包装用溝部２１０内に包装シート
Ｓを介して中空糸束体Ｂｄを載置する。このとき、回転装置２５０における第２回転機構
２５２，２５２（図２３参照）の一対の回転用挟持部材２５２ａ，２５２ａを一対の回転
用移動アクチュエータ２５２ｉ，２５２ｉにて長手方向Ｗの内側へ移動させ、さらに一対
の回転用挟持アクチュエータ２５２ｇ，２５２ｇにおける第１及び第２移動駆動部２５２
ｄ，２５２ｆにて中空糸束体Ｂｄの径方向Ｖの近接させる方向へ移動させ、一対の回転用
挟持部材２５２ａ，２５２ａにて中空糸束体Ｂｄの長手方向Ｗの両端部を挟持する。
【０２５８】
　そして、一対の糸束体挟持部材２３１ａ，２３１ａを、一対の糸束体挟持用アクチュエ
ータ２３１ｂ，２３１ｂにおける第１及び第２移動駆動部２３１ｅ，２３１ｆにて上下方
向Ｚの離間させる方向に移動させて挟持動作を解除した後、一対の長手方向移動用アクチ
ュエータ２３４ａ，２３４ａにて長手方向Ｗの外側に移動させ、次の中空糸束体Ｂｄを搬
送させるために搬送位置Ｑ６へ戻す。
【０２５９】
　［３］被せ工程
　次に、シート移動用アクチュエータ２２２ｈにおける第３移動駆動部２２２ｇ，２２２
ｇにて一方及び他方の第１シート保持部材２２２ｂ，２２２ｂの双方を長手方向Ｗの他方
側Ｗ２へ移動させ（図１６及び図１７参照）、下流側保持用アクチュエータ２２６ｂにお
ける移動駆動部２２６ｄにて複数の下流側保持部２２６ａ，…の包装シートＳの下流側Ｓ
１への押しつけを解除して、第２シート保持用アクチュエータ２２３ｂ，２２３ｂにおけ
る第２移動駆動部２２３ｅにて第２被せ部２４２を幅方向Ｙの一方側Ｙ１における他方の
シート載置台２０２上へ移動させる（図２１（ａ）参照）。
【０２６０】
　次に、第１被せ部２４１における移動駆動部２４１ｂにて被せ板２４１ａを幅方向Ｙの
一方側Ｙ１へ移動させて包装シートＳにおける短い方の下流側Ｓ１を中空糸束体Ｂｄ上に
被せた後（図２１（ｂ）参照）、被せローラ用アクチュエータ２４２ｂにおける第２移動
駆動部２４２ｄ（ここでは第２移動駆動部２２３ｅと共通の駆動部）に複数の被せローラ
２４２ａ，…を幅方向Ｙの他方側Ｙ２へ移動させて包装シートＳにおける長い方の上流側
Ｓ２を短い方の下流側Ｓ１上に被せる（図２１（ｃ）参照）。そして、包装シートＳにお
ける長い方の上流側Ｓ２の全体が中空糸束体Ｂｄの周囲に覆われる程度に、第２回転機構
２５２，２５２における一対の第２回転駆動部２５２ｂ，２５２ｂにて中空糸束体Ｂｄの
長手方向Ｗの両端部を挟持した一対の回転用挟持部材２５２ａ，２５２ａを回転方向Ａ２
に回転させると共に、第１回転機構２５１における第１回転駆動部２５１ｃにて二つ回転
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ローラ２５１ａ，２５１ｂを逆回転方向Ａ３に回転させる（図２２及び図２３参照）。こ
のとき、第１被せ部２４１における移動駆動部２４１ｂにて被せ板２４１ａを幅方向Ｙの
他方側Ｙ２における一方のシート載置台２０１上へ移動させる。
【０２６１】
　［４］回転工程
　次に、一対の回転用挟持部材２５２ａ，２５２ａの回転を一旦停止させた後、凹条形成
用アクチュエータ２２４ｂにて第２絞り装置２７２における第２絞り部材２７２ａを包装
シートＳが覆われた中空糸束体Ｂｄの上方に位置させて、第２絞り用アクチュエータ２７
２ｂにて第２絞り部材２７２ａを上下方向Ｚの下方に降下させ、第１回転機構２５１にお
ける第１回転駆動部２５１ｃにて二つの回転ローラ２５１ａ，２５１ｂを次第に速くなる
ように逆回転方向Ａ３に回転させる。こうすることで、包装シートＳを間にして二つの回
転ローラ２５１ａ，２５１ｂ上に配置された中空糸束体Ｂｄを回転方向Ａ２に回転させ、
それと同期して、中空糸束体Ｂｄの長手方向Ｗの両端部を挟持した一対の回転用挟持部材
２５２ａ，２５２ａを第２回転機構２５２，２５２における一対の第２回転駆動部２５２
ｂ，２５２ｂにて次第に速くなるように回転方向Ａ２に回転させる。このとき、もう一つ
の包装用溝部２１０にて包装シートＳを中空糸束体Ｂｄに巻き付けるために、第１シート
配置装置２２２にて他方のシート載置台２０２，２０２上に包装シートＳを載置する。
【０２６２】
　そして、二つの回転ローラ２５１ａ，２５１ｂ及び一対の回転用挟持部材２５２ａ，２
５２ａにて中空糸束体Ｂｄを包装シートＳと共に回転方向Ａ２に回転させつつ、第１絞り
部材２７１ａ，２７１ａを第１絞り用アクチュエータ２７１ｂ，２７１ｂにて径方向Ｖの
内側に向けて移動させることで、第１絞り部材２７１ａ，２７１ａによって包装シートＳ
が周囲に巻かれた中空糸束体Ｂｄを幅方向Ｙにおける両側の２箇所で次第に絞っていき（
図２４参照）、さらに、第２絞り用アクチュエータ２７２ｂにおける移動駆動部２７２ｃ
（ここでは凹条形成用アクチュエータ２２４ｂにおける移動駆動部２２４ｃと共通の駆動
部）にて第２絞り部材２７２ａ（ここでは棒状部材２２４ａと共通の部材）を径方向Ｖに
振動させながら径方向Ｖの内側に向けて移動させることで、第２絞り部材２７２ａによっ
て包装シートＳが周囲に巻かれた中空糸束体Ｂｄを上下方向Ｚにおける上側から間欠的に
かつ次第に絞っていく（図２５参照）。このとき、中空糸束体Ｂｄを引っ張り装置２８０
における一対の移動駆動部２８１，２８１（ここでは一対の回転用移動アクチュエータ２
５２ｉ，２５２ｉにおける一対の第３移動駆動部２５２ｈ，２５２ｈと共通の駆動部）に
て一対の回転用挟持部材２５２ａ，２５２ａを介して長手方向Ｗの両端部で両外側へ引っ
張りつつ中空糸束体Ｂｄを包装シートＳと共に回転させる。
【０２６３】
　次に、二つの回転ローラ２５１ａ，２５１ｂ及び一対の回転用挟持部材２５２ａ，２５
２ａの回転を停止させた後、一対の回転用挟持アクチュエータ２５２ｇ，２５２ｇにおけ
る第１及び第２移動駆動部２５２ｄ，２５２ｆにて一対の回転用挟持部材２５２ａ，２５
２ａを径方向Ｖの離間させる方向へ移動させて一対の回転用挟持部材２５２ａ，２５２ａ
の包装シート付き中空糸束体Ｂｅへの挟持動作を解除し、一対の回転用移動アクチュエー
タ２５２ｉ，２５２ｉにおける一対の第３移動駆動部２５２ｈ，２５２ｈにて長手方向Ｗ
の外側に移動させ、さらに、第１回転機構２５１における第１回転駆動部２５１ｃにて二
つ回転ローラ２５１ａ，２５１ｂを逆回転方向Ａ３に回転させて包装シート付き中空糸束
体Ｂｅを回転方向Ａ２にさらに回転させる。
【０２６４】
　次に、二つの回転ローラ２５１ａ，２５１ｂの回転を停止させ後、第２絞り部材２７２
ａ（棒状部材２２４ａ）を第２絞り用アクチュエータ２７２ｂにて上下方向Ｚの上方へ移
動させて被せローラ用アクチュエータ２４２ｂにおける第２移動駆動部２４２ｄにて幅方
向Ｙの他方側Ｙ２への溶着装置２９０の邪魔にならない位置へ退避させる。
【０２６５】
　［５］溶着工程
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　次に、第１回転機構２５１における第１回転駆動部２５１ｃにて二つの回転ローラ２５
１ａ，２５１ｂを逆回転方向Ａ３に回転させて包装シート付き中空糸束体Ｂｅを回転方向
Ａ２に予め定めた所定回転角度（〔３６０°〕／〔溶着箇所数〕、例えば溶着箇所が４箇
所の場合、９０°）だけ回転させる毎に、溶着部２９１を溶着用アクチュエータ２９３に
て上下方向Ｚの下方の包装シート付き中空糸束体Ｂｅ上に降下させて包装シートＳの周囲
の１箇所を熱溶着した後、加熱した溶着部２９１を溶着用アクチュエータ２９３にて上下
方向Ｚの上方へ上昇させて押圧することで、中空糸束体Ｂｄにおける包装シートＳの外周
面の周方向における複数箇所（例えば４箇所）を加圧しつつ加熱して順次溶着させる（図
２６参照）。
【０２６６】
　［６］搬送工程
　次に、第１絞り用アクチュエータ２７１ｂ，２７１ｂにて第１絞り部材２７１ａを径方
向Ｖの両外側に向けて退避させ、中間台用アクチュエータ２０４ａにて中間台２０３を下
部位置に位置させた後、中間台２０３上における二つの回転ローラ２５１ａ，２５１ｂ上
に載置されて包装シートＳが溶着された包装シート溶着済み中空糸束体Ｂｆを押し出し装
置２６２における移動駆動部２６２ａにてベルトコンベア装置２６１へ向けて押し出す（
図２７参照）。
【０２６７】
　以降、前記した［１］から［６］の一連の工程を動作終了の指示があるまで順次繰り返
していく。
【０２６８】
　そして、包装シートＳが溶着された包装シート溶着済み中空糸束体Ｂｆは、搬送装置２
６０のベルトコンベア装置２６１にて切断装置３００へ搬送される。
【０２６９】
　［切断装置］
　図２８は、本実施の形態に係る中空糸束Ｂｇの製造装置１０における切断装置３００を
上下方向Ｚの上から視た概略平面図である。
【０２７０】
　図２８に示すように、切断装置３００は、包装シート溶着済み中空糸束体Ｂｆをさらに
短い予め定めた所定長さの中空糸束Ｂｇに切断する構成とされている。
【０２７１】
　詳しくは、切断装置３００は、包装シート溶着済み中空糸束体Ｂｆを長手方向Ｗの他方
側Ｗ２に搬送する搬送部３１０と、搬送部３１０にて長手方向Ｗに搬送される包装シート
溶着済み中空糸束体Ｂｆを予め定めた所定長さの中空糸束Ｂｇに順次切断していく切断部
３２０とを備え、制御部４００にて搬送部３１０及び切断部３２０が作動制御されるよう
になっている。なお、切断装置３００が切断装置３００全体の制御を司る制御部を備えて
いてもよい。
【０２７２】
　本実施の形態に係る切断装置３００において、制御部４００は、搬送部３１０にて包装
シート溶着済み中空糸束体Ｂｆを長手方向Ｗに予め定めた所定長さずつ間欠的に進行させ
つつ切断部３２０にて切断してく構成とされている。
【０２７３】
　搬送部３１０は、包装シート溶着済み中空糸束体Ｂｆを挟持する挟持機構３１１と、挟
持機構３１１を長手方向Ｗに往復移動させる第１移動機構３１２とを備えている。
【０２７４】
　具体的には、制御部４００は、初期位置において挟持機構３１１にて包装シート溶着済
み中空糸束体Ｂｆを挟持し、包装シート溶着済み中空糸束体Ｂｆを挟持した挟持機構３１
１を第１移動機構３１２にて長手方向Ｗの他方側Ｗ２に所定長さだけ進行させ、挟持機構
３１１にて包装シート溶着済み中空糸束体Ｂｆへの挟持動作を解除し、解除した挟持機構
３１１を第１移動機構３１２にて長手方向Ｗの一方側Ｗ１の初期位置に戻し、これらの動
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作を繰り返す構成とされている。
【０２７５】
　挟持機構３１１は、包装シート溶着済み中空糸束体Ｂｆを径方向Ｖ（ここでは幅方向Ｙ
）の互いに対向する側から挟持する一対の切断用挟持部材３１１ａ，３１１ａと、一対の
切断用挟持部材３１１ａ，３１１ａをそれぞれ径方向Ｖに往復移動させる第１移動駆動部
３１１ｃ，３１１ｃを含む切断用挟持アクチュエータ３１１ｂとを備えている。第１移動
機構３１２は、挟持機構３１１を長手方向Ｗに往復移動させる第２移動駆動部３１２ｂを
含む挟持用アクチュエータ３１２ａを備えている。
【０２７６】
　一対の切断用挟持部材３１１ａ，３１１ａは、切断用挟持アクチュエータ３１１ｂが挟
持方向へ作動することによって、一方の挟持部材に対して他方の挟持部材が幅方向Ｙに相
対的に近づく方向へ移動する一方、切断用挟持アクチュエータ３１１ｂが挟持解除方向へ
作動することによって、一方の挟持部材に対して他方の挟持部材が幅方向Ｙに相対的に離
間する方向に移動する構成とされている。
【０２７７】
　切断部３２０は、回転刃３２１と、回転刃３２１を回転駆動する回転駆動部３２２と、
回転駆動部３２２を長手方向Ｗに直交する方向（ここでは幅方向Ｙ）に往復移動させる第
２移動機構３２３とを備えている。
【０２７８】
　具体的には、制御部４００は、包装シート溶着済み中空糸束体Ｂｆを挟持した挟持機構
３１１を第１移動機構３１２にて長手方向Ｗの他方側Ｗ２に所定長さだけ進行させる毎に
、回転駆動部３２２にて回転刃３２１を回転させながら、第２移動機構３２３にて回転刃
３２１を幅方向Ｙの一方側に移動させた後、退避させて包装シート溶着済み中空糸束体Ｂ
ｆを所定長さの中空糸束Ｂｇに順次切断していく構成とされている。
【０２７９】
　回転刃３２１は、刃先３２１ａが尖鋭状に形成されている。回転駆動部３２２は、回転
刃３２１を回転軸回りに回転させる。第２移動機構３２３は、回転駆動部３２２を幅方向
Ｙに往復移動させる移動駆動部３２３ｂを含む収容用アクチュエータ３２３ａを備えてい
る。
【０２８０】
　そして、切断装置３００にて切断された中空糸束Ｂｇは、図示を省略した搬送装置（例
えばベルトコンベア装置）にて次の工程（具体的には検査工程）へ搬送される。
【０２８１】
　なお、切断部３２０にて包装シート溶着済み中空糸束体Ｂｆを中空糸束Ｂｇに切断する
に先立ち、包装シート溶着済み中空糸束体Ｂｆの包装シートＳから食み出している長手方
向Ｗにおける両側の食み出し糸のうち、一方の食み出し糸の長手方向Ｗにおける一部を切
断し、包装シート溶着済み中空糸束体Ｂｆの食み出し糸を切断した側から中空糸束Ｂｇを
切り出してもよい。
【０２８２】
　（本実施の形態に係る集束装置１００及び製造装置１０について）
　以上説明したように、本実施の形態によると、第１挟持位置Ｐ１で挟持されて第１方向
Ｘ１に移動する中空集合糸束Ｂｂを、第１挟持位置Ｐ１が第１及び第２挟持動作位置Ｒ１
，Ｒ２に対して離間した後に第２挟持位置で保持し、第２挟持位置Ｐ２よりも上流側の第
３挟持位置Ｐ３で保持するので、第１挟持位置Ｐ１で中空集合糸束Ｂｂを保持するときは
、第１挟持位置Ｐ１と第１及び第２挟持動作位置Ｒ１，Ｒ２との間隔を小さくし、第２挟
持位置Ｐ２で中空集合糸束Ｂｂを保持するときは、第１挟持位置Ｐ１と第１及び第２挟持
動作位置Ｒ１，Ｒ２との間隔を大きくすることができ、これにより、中空集合糸束Ｂｂを
切断するために必要な長手方向Ｗにおけるスペースを小さくすることができる。また、第
２挟持位置Ｐ１と第３挟持位置Ｐ３との間を切断することで、中空集合糸束Ｂｂを中空糸
束切断体Ｂｃに確実に切断することができる。そして、第３挟持位置Ｐ３を第１挟持位置
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Ｐ１として、これらの一連の動作を繰り返すことで、中空糸束体Ｂｄを連続して集束させ
ることができる。従って、中空集合糸束Ｂｂを切断するために必要な長手方向Ｗにおける
省スペース化を実現しつつ中空集合糸束Ｂｂを中空糸束切断体Ｂｃに確実に切断すること
ができる。しかも、それぞれの工程毎に個別に各装置を設けることで、各工程で不都合が
発生した場合でも、個別に対処することが可能となる。
【０２８３】
　また、本実施の形態に係る製造装置１０では、集束装置１００及び包装装置２００によ
って得られた包装シート溶着済み中空糸束体Ｂｆから切断装置３００によって中空糸型血
液処理装置用の中空糸束Ｂｇを容易に製造することが可能となる。
【０２８４】
　また、本実施の形態では、第１から第４挟持機構１２１，１２２，１２３，１２４の４
つの挟持機構を用いるといった簡単な構成で、中空糸束体Ｂｄを連続して集束させること
ができる。さらに、第１から第４挟持機構１２１，１２２，１２３，１２４をそれぞれ独
立して往復移動させることができるので、中空集合糸束Ｂｂの張り具合（テンション）を
容易に調整（コントロール）することができる。
【０２８５】
　また、本実施の形態では、第１変位機構１６５及び第２変位機構１６６を備えているこ
とで、中空糸束切断体Ｂｃを挟持する第１及び第２挟持機構１２１，１２２と、中空糸束
切断体Ｂｃを挟持する第３及び第４挟持機構１２３，１２４とを互いに干渉させることな
く中空糸束切断体Ｂｃを交互に搬送させることができる。
【０２８６】
　また、本実施の形態では、収容容器１７０、第１収容機構１７５及び第２収容機構１７
６を備えていることで、切断した中空糸束切断体Ｂｃを収容容器１７０において順次集め
て中空糸束体Ｂｄに束ねることができる。
【０２８７】
　また、本実施の形態では、第１挟持機構１２１を第１方向Ｘ１へ移動させるにあたり、
第２挟持機構１２２に対して第１挟持機構１２１を近接させ、第３挟持機構１２３を第１
方向Ｘ１へ移動させるにあたり、第４挟持機構１２４に対して第３挟持機構１２３を近接
させるので、集合糸束を切断するために必要な長手方向Ｗにおけるスペースを可及的に小
さくすることができる。
【０２８８】
　また、本実施の形態では、第１から第４挟持機構１２１～１２４の第２方向Ｘ２への移
動速度を第１方向Ｘ１への移動速度よりも速くするので、単位時間あたりの処理能力を向
上させることができる。
【０２８９】
　また、本実施の形態では、第１から第４挟持機構１２１～１２４において、一方の挟持
部材１５０ａが金属部材からなり、他方の挟持部材１５０ｂがゴム部材Ｇを有し、ゴム部
材Ｇの表面に樹脂フィルムＦが被覆されていることで、中空集合糸束Ｂｂを弛ませること
なく確実にかつ安定的に挟持することが可能となる。
【０２９０】
　また、本実施の形態では、金属部材からなる一方の挟持部材１５０ａは、ゴム部材Ｇに
対向する側を凸とする山形形状とされており、ゴム部材Ｇは、一方の挟持部材１５０ａに
対向する側が平面形状とされていることで、中空集合糸束Ｂｂを弛ませることなくさらに
確実にかつ安定的に挟持することが可能となる。
【０２９１】
　また、本実施の形態では、除電装置１９０によって、中空集合糸束Ｂｂにおける静電気
を除電することで、中空集合糸束Ｂｂが乱れて糸の直線性の低下を効果的に防止すること
が可能となる。
【符号の説明】
【０２９２】
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１０　　　製造装置
１００　　集束装置
１２１　　第１保持機構
１２２　　第２保持機構
１２３　　第３保持機構
１２４　　第４保持機構
１３１　　第１往復移動機構
１３２　　第２往復移動機構
１３３　　第３往復移動機構
１３４　　第４往復移動機構
１４１　　第１切断機構
１４２　　第２切断機構
１５０ａ　一方の挟持部材
１５０ｂ　他方の挟持部材
１６１　　第１変位機構
１６２　　第２変位機構
１７０　　収容容器（収容部の一例）
１７５　　第１収容機構
１７６　　第２収容機構
１９０　　除電装置
Ｂａ　　　中空糸（糸の一例）
Ｂｂ　　　中空集合糸束（集合糸束の一例）
Ｂｃ　　　中空糸束切断体（糸束切断体の一例）
Ｂｄ　　　中空糸束体（糸束体の一例）
Ｂｅ　　　包装シート付き中空糸束体
Ｂｆ　　　包装シート溶着済み中空糸束体
Ｆ　　　　樹脂フィルム（樹脂膜の一例）
Ｗ　　　　長手方向
Ｘ　　　　移動方向
Ｙ　　　　幅方向
Ｚ　　　　上下方向
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